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第１ 総則 
 

１ 本「要求水準書」の位置づけ 

本「要求水準書」は、奈良県（以下「県」という。）が民間事業者の募集・選定にあた

り、入札参加者を対象に交付する入札説明書と一体のものとして提示するものである。

また、本「要求水準書」は「県営プール跡地活用プロジェクト ホテルを核とした賑わ

いと交流の拠点整備事業（コンベンション施設等整備運営事業）」（以下「本事業」とい

う。）の設計、工事監理、建設、維持管理及び運営業務に関して県が要求する最低水準

を示すとともに、業務内容についての理解を深め、より具体的な検討を加えるための技

術資料を提供するものである。入札参加者は、本「要求水準書」の内容を十分に確認し、

また、入札説明書等に示された諸条件を遵守して提案を行うこととする。 

 

２ 本事業の目的 

奈良県は、日本でも有数の観光資源を有しながら、日帰りの訪問者が多く、地域資源

を活かした地元での消費及び雇用を十分に産み出せていない。 

このため、県では、奈良市中心部に位置する県有地（県営プール跡地及び奈良警察署

跡地）を利活用して、奈良らしさを表現したハード施設、ソフト事業を展開することに

より、賑わいのある、滞在型の観光、コンベンション、駐車場・バスターミナル、料飲・

物販等の各事業を構想し、このうち、滞在型観光施設の核となるホテル事業については、

平成２６年８月にホテル事業計画提案競技を実施し、同年１２月に優先交渉権者を決定

したところである。また、ＮＨＫ新奈良放送会館の整備事業（予定）（以下「ＮＨＫ事

業（予定）」という。）も本事業敷地の南側部分に予定されている。 

本事業は、県営プール跡地及び奈良警察署跡地において、ホテルとＮＨＫ新奈良放送

会館（予定）を除く、公共施設（コンベンション施設、屋外多目的広場、屋内多目的広

場、観光振興施設、駐車場及び駐輪場、バスターミナル、新設道路、水路）及び民間提

案施設（公共施設と民間提案施設を合わせて以下「本施設」という。）を一体的に整備

することで、別途整備されるホテルやＮＨＫ新奈良放送会館（予定）との相乗効果も含

め、奈良における滞在型観光の拠点としての機能形成を期待するものである。 

 
３ 本事業の基本方針 

県は、本事業の実施にあたり、奈良における滞在型観光の拠点とし、集客の仕掛け作

りを常に行い、にぎわいの創出を図るために以下の基本方針を設定する。 

 

 

■本事業の基本方針：『奈良らしさの体感』 

奈良の観光資源の特徴として、奈良時代を中心とした古代の貴族・仏教文化を

色濃く反映した寺社仏閣が現存しており、高い文化的価値と歴史的価値を有し

ていることが挙げられる。これらの観光資源は、国内はもとより、仏教文化に魅

力を感じる欧米の観光客や、遣唐使によってもたらされた周（武周）の武則天や

唐の玄宗の文化を体験できることから、中国をはじめとしたアジア諸国の観光
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客からも高く評価されている。 

本事業では、これらの観光資源を訪れる観光客が、奈良に滞在していることを

体感することができる場とサービスを提供できるよう、「奈良らしさの体感」を

事業の基本方針とする。なお、本事業では、「奈良らしさ」を、奈良の都「平城

京」を中心に、聖武天皇の天平年間（729～749 年）に栄えた貴族・仏教文化で

ある、天平文化にフォーカスを当てることとする。 

 
４ 全体事業の概要 

全体事業は、県営プール跡地と奈良警察署跡地を合わせた全体事業用地で実施される

本事業、ホテル事業、ＮＨＫ事業（予定）の３つの事業で構成される。 

全体事業用地の構成及び配置を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※水路用地については、要求水準を満たす限りにおいて事業者が自らの提案に基づ

き位置・経路を変更することを可（ただし、起点・終点は固定）とする。 
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５ 本事業の概要 

本事業は、全体事業のうち集客・賑わい施設事業用地で行われる集客・賑わい施設の

整備運営及び道路用地における新設道路の整備、水路用地における水路整備に係る事業

をいう。本事業の構成を下表に示す。 

 
 施設名 概要（予定） 

本事業 

集客・賑わい

施設 

公共施設 

コンベンション施設 
大会議場（シアター形式で 2,000 名程

度）、中小会議室群等 

屋外多目的広場 屋外ステージ、大屋根等 

屋内多目的広場 ステージ、客席等 

観光振興施設 
奈良の観光振興に資する料飲・物

販 

駐車場及び駐輪場 駐車場、駐輪場等 

バスターミナル 
バスバース、バスプール、待合スペー

ス等 

民間提案

施設 

事業者による 

提案施設 
事業者の提案による 

新設道路 
幅員約 12～15m、延長約 250m、

片側 1 車線 

水路 
水路敷き標準幅員約 1m、延長約

580m、暗渠 

 
６ ホテル事業の概要 

ホテル事業は、全体事業のうちホテル事業予定用地で行われるホテル施設の整備運営

事業であり、本事業とは別に選定されたホテル事業者が実施する。 

本要求水準書公表時点におけるホテル事業の計画概要を下表に示す。当該計画概要に

ついては、計画の検討の進展により変更がなされる。 

 
項目 概要 

ホテル事業予定用地面積 約 3,900 ㎡ 

総客室数 約 150 室 

主な付帯機能 レストラン、宴会場、プール、スパ等  

予定事業スケジュール 平成 27 年～平成 31 年度：設計、建築工事 

平成 32 年度：運用開始 

 
７ ＮＨＫ事業（予定）の概要 

ＮＨＫ事業（予定）は、全体事業のうちＮＨＫ事業予定用地で行われるＮＨＫ施設（予

定）の整備運営事業であり、本事業とは別にＮＨＫが実施する予定。 
本要求水準書公表時点におけるＮＨＫ事業（予定）の計画概要を下表に示す。当該計
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画概要については、計画の検討の進展により変更がなされる。 

 
項目 概要 

ＮＨＫ事業予定用地の面積 約 3,400 ㎡ 

建物概要 地上 3 階建て程度（免震構造） 

建物高さ 

・地上 3 階建て程度（免震構造） 

・延床面積 4,500 ㎡程度 

・建物高さ 15ｍ程度 

・建物屋上に地上高 60ｍ程度の鉄塔を設置 

・１階エントランス空間は北側に隣接する広 

場側に設置する想定 

想定勤務者数 120 人程度 

想定事業スケジュール 
（今後の検討により変更される

場合があります。） 

平成 28 年～平成 31 年度：設計、建築工事 

平成 32 年度：運用開始 

 
８ 事業スケジュール 

本事業の事業スケジュールは、以下のとおり予定している。 
・平成２７年度 事業者選定 
・平成２８年度 事業契約締結、設計着手 
・平成２９年度 設計完了、着工 
・平成３１年度 工事完成、開業準備 
・平成３２年度 供用開始 
全体事業として、平成３２年４月の供用開始を予定している。 

 
９ 本事業の性能規定について 

（１）設計、工事監理及び建設 

設計、工事監理及び建設に関する要求水準書は、県が本事業に求める最低水準を規

定するものであり、事業者は要求水準書で定める水準と同等又はそれ以上の設計、工

事監理及び建設を行うものとする。 
 

（２）維持管理及び運営 

維持管理及び運営に関する要求水準は、原則としてこれらに含まれる各種業務の守

るべき水準を規定するものであり、個々の業務の実施体制、作業頻度、方法等の具体

的な仕様については、事業者がその要求水準を満たすような業務を行うものとする。 
 

（３）創意工夫の発揮について 

要求水準書は、県が本事業に求める最低水準を規定するものである。事業者は、要

求水準書に具体的な特記仕様のある内容については、これを遵守して業務を行うこと

とし、要求水準書に具体的な特記仕様のない内容については、積極的に創意工夫を発

揮した業務を提案し、行うものとする。性能を規定している事項について最低水準に

規定する水準以上の提案を行った場合には、県は入札公告時に示す落札者決定基準に
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基づき、これを審査で適切に評価する。 
 

１０ 遵守すべき法令等 

（１）法令 

・建築基準法 
・都市計画法 
・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法） 
・消防法 
・駐車場法 
・下水道法 
・水道法 
・道路法 
・道路構造令 
・水質汚濁防止法 
・土壌汚染対策法 
・地球温暖化対策の推進に関する法律 
・騒音規制法 
・振動規制法 
・電気事業法 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 
・資源の有効な利用の促進に関する法律 
・官公庁施設の建設等に関する法律 
・建築士法 
・建設業法 
・地方自治法 
・警備業法 
・労働基準法 
・労働安全衛生法 
・労働安全衛生規則 
・個人情報の保護に関する法律 
・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律 
・建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管法） 
・エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 
・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 
・大規模小売店舗立地法 
・屋外広告物法 
・興業場法 
・食品衛生法 
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・食品循環資源の再利用等の促進に関する法律 
・道路運送法 
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
・会社法 
・電波法 
・健康増進法 
・その他関連する法令等 
 

（２）奈良県・奈良市の条例等 

・奈良県生活環境保全条例 
・奈良県環境基本条例 
・奈良県興行場法施行条例 
・奈良県住みよい福祉のまちづくり条例 
・建築基準法施行条例 
・奈良市都市景観条例 
・なら・まほろば景観まちづくり条例 
・奈良市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例 
・その他関連する条例等 
 

（３）適用要綱・各種基準等 

・建築設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修） 

・建築構造設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修） 

・建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

・官庁施設の総合耐震計画基準 平成１９年度版 

・公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 
・公共建築数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 
・公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 
・構内舗装・排水設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 
・日本建築学会諸基準 
・昇降機耐震設計・施工指針（財団法人日本建築センター編集） 
・公共建築工事標準仕様書 建築工事編（最新版） 

                  （国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

・公共建築工事標準仕様書 電気設備工事編（最新版） 

                  （国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

・公共建築工事標準仕様書 機械設備工事編（最新版） 

                  （国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

・建築工事標準詳細図     （国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（最新版） 

              （国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 
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・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（最新版） 

                 （国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

・駐車場設計・施工指針及び同解説（社団法人日本道路協会） 

・路上自転車・自動二輪車等駐車場設置指針・同解説（社団法人日本道路協会） 

・建築工事監理業務委託共通仕様書（奈良県県土マネジメント部） 
・建築設計業務委託共通仕様書（奈良県県土マネジメント部） 

・建築及び設備工事監督・検査事務処理様式集（奈良県県土マネジメント部） 

・土木設計業務等委託必携（奈良県土木部） 

・土木工事共通仕様書（案）（奈良県県土マネジメント部） 

・土木工事積算基準書（奈良県県土マネジメント部） 

・土木工事数量算出要領（案）（奈良県県土マネジメント部） 

・土木請負工事必携（奈良県県土マネジメント部） 

・土木工事施工管理基準（奈良県県土マネジメント部） 

・その他、本事業に必要な関係基準等 
 

１１ 著作・特許権等の使用 

（１）著作権 

入札参加者が提出した提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、本事業

において公表等県が必要と認めるときには、県は提出書類の全部又は一部を使用でき

るものとする。 
なお、入札参加者の提出書類については返却しない。 
 

（２）特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事

材料、施工方法、維持管理方法及び運営方法等を使用する場合は、その使用に関する

一切の責任を入札参加者が負担する。 
ただし、県が指定した工事材料、施工方法等で、仕様書等に特許権等の対象である

旨が明記されておらず、入札参加者が特許権等の対象であることを知らなかった場合

には、県が責任負担する。 
 

１２ 環境への配慮 

事業者は、業務の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑

制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理に努

めることとする。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に

努めることとする。 
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１３ 用語の定義 

全体事業 

県営プール跡地と奈良警察署跡地を合わせた全体事業用地で実施されるホ

テル事業、コンベンション施設等整備運営事業、ＮＨＫ事業（予定）の３つの

事業で構成される事業をいう。 

ホテル事業 

全体事業のうちホテル事業用地で行われるホテルの整備運営等に係る事業

をいう。 

本事業（コンベンション施設等整備運営事業） 

全体事業のうち集客・賑わい施設事業用地で行われる集客・賑わい施設の整

備運営及び道路用地における道路の整備、水路用地における水路整備に係る事

業をいう。 

利便向上事業 

本事業のうち公共施設の一部において、公共施設の利用者の利便向上に寄与

するもので、事業者自らの負担にて実施する提案事業をいう。 

民間提案施設事業 

本事業のうち民間提案施設において、事業者自らの負担にて実施する事業を

いう。 

ＮＨＫ事業（予定） 

全体事業のうちＮＨＫ事業予定用地で行われるＮＨＫ施設（予定）の整備運

営等に係る事業をいう。（県とＮＨＫの間で協議・検討中） 

全体事業用地 

県営プール跡地と奈良警察署跡地を合わせた用地をいう。全体事業用地は、

ホテル事業用地、集客・賑わい施設事業用地、ＮＨＫ事業予定用地、道路用地、

水路用地の５種の用地で構成される。 

ホテル事業予定用地 

全体事業用地のうち、ホテル事業の用に供する予定用地をいう。 

集客・賑わい施設事業用地 

全体事業用地のうち、集客・賑わい施設の整備運営事業の用に供する用地を

いう。 

ＮＨＫ事業予定用地 

全体事業用地のうち、ＮＨＫ事業（予定）の用に供する予定用地をいう。 

道路用地 

全体事業用地のうち、新設する道路の用に供する用地をいう。 

水路用地 

全体事業用地のうち、改修整備する水路の用に供する用地をいう。 

本事業用地 

集客・賑わい施設等整備運営事業用地、道路用地及び水路用地をいう。 
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本施設 

公共施設である集客・賑わい施設及び民間提案施設をいう。 
民間提案施設 

事業者が自らの提案に基づき整備、運営、維持管理する民間施設をいう。 
事業者 

本事業を実施する民間事業者をいう。 
ＳＰＣ（Special Purpose Company） 

本事業の実施を目的として設立する特別目的会社。 
構成員 

本事業において、設計、工事監理、建設、維持管理及び運営の各業務のいず

れかを担当し、かつＳＰＣに出資し、事業開始後、ＳＰＣから直接業務を受託

又は請け負うことを予定している企業をいう。 
協力企業 

参加グループの構成員以外の者で、ＳＰＣに出資はせず、事業開始後、ＳＰ

Ｃから直接業務を受託又は請け負うことを予定している企業をいう。 
事業期間 

本事業のうち公共施設部分におけるＰＦＩ事業の事業期間。 

民間提案施設事業の実施期間 

本事業のうち民間提案施設部分における定期借地権方式で実施する民間提

案事業の実施期間。 

個別業務 

設計及び建設業務、維持管理業務、運営業務。 

セルフモニタリング 

事業者による個別業務に対するモニタリング。 

統括管理水準書 

各業務に係る年度統括管理業務計画書の基準として、本要求水準書について、

事業者提案等を反映した書類。統括管理責任者が作成する。 

年度統括管理業務計画書 

統括管理業務について、年度ごとの具体的な実施方法や手順等を規定したス

ケジュールや業務仕様書、業務マニュアル等の総称。統括管理責任者が作成す

る。 

統括管理業務報告書 

年度統括管理業務計画書に基づく統括管理業務の実施結果に関する報告書。

統括管理業務報告書は、「日報」「月次業務報告書」「四半期総括書」及び「年

次総括書」の４つの報告書で構成される。統括管理責任者が作成する。 

業務水準書 

各業務に係る年度業務計画書の基準として、本要求水準書について、事業者

提案等を反映した書類。総括責任者及び業務責任者が作成する。 
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年度業務計画書 

毎年度の維持管理業務及び運営業務の実施に先立ち、業務区分ごとに実施体

制、実施内容及び実施スケジュール等の必要な事項を記載した書類。総括責任

者及び業務責任者が作成する。 

年度業務報告書 

年度業務計画書に基づく維持管理業務及び運営業務の実施結果に関する報

告書。年度業務報告書は、「日報」「月次業務報告書」「四半期総括書」及び「年

次総括書」の４つの報告書で構成される。総括責任者及び業務責任者が作成す

る。 

機能 

目的又は要求に応じてものが発揮する役割。 

性能 

目的又は要求に応じてものが発揮する能力。 

劣化 

物理的、化学的及び生理的要因により、ものの性能が低下すること。ただし、

地震や火災等の災害によるものは除く。 

保全 

本施設の建築物等の全体又は部分の機能及び性能を使用目的に適合するよ

うにすること。 

点検 

本施設の建築物等の建築状態や減耗の程度等をあらかじめ定めた手順によ

り調べること。 

保守 

本施設の建築物等の初期の性能及び機能を維持する目的で、周期的又は継続

的に行う注油、小部品の取替え等の軽微な作業。 

補修 

部分的に劣化した部位・部材や機器等を新しいものに取り替えること。 

修繕 

劣化した部位・部材又は機器の性能・機能を現状（初期の水準）又は実用上

支障のない状態まで回復させること。ただし、保守の範囲に含まれる定期的な

小部品の取替え等を除く。 
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第２ 統括管理業務に関する要求水準 
 

１ 総則 

（１）業務の目的 

県は、本事業において、長期間にわたり質の高いサービスを効率的、効果的かつ安

定的に提供し続けるためには、本施設の「設計及び建設業務」、「維持管理業務」、「運

営業務」の個別管理に加え、個別業務を「統括管理業務」として事業の全期間にわた

り把握し、統括管理することが必要不可欠であると考えている。 

以下の個別業務を統括することにより、事業期間にわたり一体的なサービスを効果

的かつ安定的に提供し、開業準備期間中も含め、当該業務に関する県への積極的な提

案、及び県側との必要な情報交換やその他調整等を円滑かつ確実に実施するために、

事業者は「統括管理業務」を実施するものとする。 

 

○個別業務の対象範囲 
設計及び建設業務 

・設計業務 
・建設業務 
・備品等の設置業務 
・工事監理業務 
・その他の業務 

維持管理業務 
・建築物保守管理業務 
・建築設備保守管理業務 
・備品等保守管理業務 
・外構施設保守管理業務 
・清掃業務 
・植栽管理業務 
・安全管理業務 
・環境衛生管理業務 
・修繕業務 

運営業務 
・コンベンション施設・屋外多目的広場・屋内多目的広場運営業務 
・観光振興施設運営業務 
・駐車場及び駐輪場運営業務 
・その他の業務 

 

（２）業務の区分 

ア）統括管理全体に係る業務 

イ）個別業務に対する管理業務 

 
（３）業務実施の基本方針 

ア）事業者は、自ら又は構成員もしくは協力企業（以下「構成員等」という。）が

実施する個別業務を効果的に管理することで、県が従来実施していた委託業務

の契約管理・業務管理に関する負担を軽減し、もって住民へのサービスの向上
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に寄与するよう常に留意すること。 

 
イ）事業者は、自ら又は構成員等が実施する個別業務の履行状況を常に明確に管

理・把握し、要求水準未達の事態を招くことのないよう必要な対応を適宜行う

こと。また、要求水準未達の事態が生じた場合は、県に速やかに連絡し、適切

な措置を講じること。 

 
ウ）個別業務全体を包括的に捉え、かつ業務期間が長期にわたることを踏まえたう

えで、適切な連携体制を構築し、個別業務全体として、良質なサービスを提供

すること。 

 
エ）維持管理業務及び運営業務開始までにセルフモニタリングを確実に履行する

ためのマニュアルを作成し、それに基づいてセルフモニタリングを実施するこ

と。なお、事業者は、県が自ら実施するモニタリングの内容に留意し、マニュ

アルの作成にあたっては、適宜、県と必要な協議等を行うこと。 

 

オ）経営環境の変化に十分対応できるよう、本事業に係る事業収支を適切に管理す

ること。 

 

カ）事業期間にわたり個別業務により提供されるサービスの質が継続的に向上さ

れるよう努めること。 

 

（４）業務期間 

業務期間は、本事業の事業期間とする。 

 

（５）実施体制 

以下の点を踏まえたうえで、要求水準を満足するサービスを事業期間にわたり確実

に提供できる業務実施体制を構築すること。統括管理業務については、あくまで県の

契約の相手方である事業者自らが確実に行うことを求めるものとする。 

ア）統括管理責任者の配置 

統括管理業務を確実かつ円滑に実施できるよう、統括管理責任者を業務期間

にわたり１名配置し、効果的な管理を行うこと。なお、統括管理責任者は個別

業務のいずれか１つの総括責任者と兼務することを認めるものとする。また、

統括管理責任者は事業者の社員（構成員企業からの出向社員を認める）とする

こと。 

統括管理責任者は、本事業に係る全ての個別業務を一元的に統括管理できる

者とすること。 

 

イ）統括管理責任者の変更 
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統括管理責任者については、原則として変更しないものとする。ただし、建

設業務の完了時等、合理的な理由がある場合は、県の事前の合意を得て変更で

きるものとする。変更する場合は十分な引き継ぎ等を行うこと。 

 

２ 統括管理業務全体に係る業務の要求水準 

（１） 業務内容 

ア）「統括管理水準書」の作成及び県への提出 

イ）「年度統括管理業務計画書」及び「統括管理業務報告書」の作成及び県への提

出 

ウ）県との調整等の実施 

エ）構成員等の再選定等 

オ）その他の必要な業務 

上記の書類の他、提出書類の詳細（内容・形式等）については、県と協議のうえ、

県の指示に従うものとする。 

 

（２） 要求水準 

統括管理 

・ 本事業に係る全ての個別業務を一元的に統括管理し、県との窓口となること。 

・ 本施設に常駐すること。常駐期間は、供用開始から事業期間終了までとする。 

・ 必要に応じて、県が主催する委員会や会議に出席すること。 

 

「統括管理水準書」の作成及び県への提出 

・ 統括管理責任者は、統括管理全体に係る業務及び個別業務に対する管理業務

ごとに管理方針及び管理方法を示した統括管理業務水準書を作成し、県の承

諾を受けること。提出時期については、別途県と協議のうえ、決定すること。 

・ 個別業務のうち設計、工事監理及び建設業務に関しては、県と協議のうえ、

工事計画等の他の書類と同一のものとすることを認める。 

・ 統括管理水準書の内容が変更となる場合には、速やかに統括管理水準書の変

更案を県に提出し、その内容の承諾を受けること。 

 

「年度統括管理業務計画書」及び「統括管理業務報告書」の作成及び県への提

出 

「年度統括管理業務計画書」の作成及び県への提出 

・ 統括管理責任者は、年度統括管理業務計画書を事業年度ごとに作成、県に

提出し、当該年度業務開始の 60 日前までに県の承諾を受けること。なお、

統括管理水準書を踏まえた内容となるよう留意すること。 

・ 同計画書には、セルフモニタリング（セルフモニタリング対象項目・判断

基準・実施手順・使用様式等）に関する事項を含むこと。 
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統括管理業務報告書の作成及び県への提出 

・ 統括管理責任者は、統括管理業務に関する日報、月次業務報告書、四半期

総括書及び年次総括書を統括管理業務報告書として作成し、月次業務報告

書については、翌月の 10 日（土、日、休日の場合は次の平日）までに県に

提出し、四半期総括書については、四半期の最終月の翌月の 10 日までに提

出すること。また、年次総括書については、翌年度の４月末までに県に提

出すること。なお、統括管理業務報告書に関して、別途県より指示を受け

た場合は、それに従うこと。 

・ 四半期総括書には、セルフモニタリングの結果に関する事項を含むこと。 

 

県との調整等の実施 

・ 県からの本事業への意見・苦情・要望等を受ける窓口（ヘルプデスク）を明

確化したうえで、県とのコミュニケーションを密にし、可能な限り最新の施

設ニーズの把握に積極的に努めるとともに、問題発生時においては迅速かつ

適切な対応を行うこと。また、時間外においても事業者側の問合せ窓口を明

確にしておくこと。ただし、時間外の問い合わせ窓口については、本施設内

に設置する必要はない。 

・ 上述した意見等に対しては、その内容を正確に理解したうえで、可能な限り

個別業務への反映措置を講じること。 

・ また、反映の可否に関わらず、意見等への対応計画については、県へ速やか

に書面による報告を行うとともに、反映が困難な場合については、明確かつ

合理的な理由もしくは代替措置等を明記すること。なお、当該報告には施設

運営側の立場に立った事業者の十分な検討等が明確に反映されている必要が

あり、構成員等の意見等がそのまま報告の内容となっていることは認めない。 

・ 県から個別業務の履行状況に対する確認等の問い合わせがあった場合、速や

かに明確な報告等を行うことができる体制を構築し、機能させること。ただ

し、資料の作成等、対応に相当程度の期間を必要とする場合には、当該期間

等について、別途県と調整・協議を行うものとする。 

・ 施設利用者による苦情等を受けた場合には、その内容を遅滞なく県に報告す

ること。 

 

構成員等の再選定等 

個別業務に対するセルフモニタリングの結果、要求水準未達と判断される構

成員等に対しては、速やかに該当する個別業務の内容を是正させるよう必要な

措置を講じるとともに、必要な場合には、当該構成員等を円滑かつ確実に入替

え、他のふさわしい構成員等を選定できる体制を構築し、機能させること。こ

の場合、施設運営の継続性に支障をきたさないよう、留意すること。 
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その他必要な業務 

その他統括管理業務を行ううえで必要な業務を適切に行い、漏れのない、効

果的な業務の履行に努めること。 

 

３ 個別業務に対する管理業務の要求水準 

（１） 業務内容 

「総括責任者」及び「業務責任者」の確認及び県への届出 

「業務水準書」の確認及び県への提出 

「危機管理マニュアル」の作成 

「年度業務計画書」及び「年度業務報告書」の確認及び県への提出 

個別業務の履行状況の管理等の実施 

その他必要な業務 

 

（２） 要求水準 

「総括責任者」及び「業務責任者」の確認及び県への届出 

 個別業務の総括責任者及び業務責任者を確認し、県に届け出ること。 

 総括責任者又は業務責任者が変更となった場合も、速やかに変更後の総括責

任者又は業務責任者を確認し、県に届出、承諾を受けること。 

 
「業務水準書」の確認及び県への提出 

 統括管理責任者は、個別業務の総括責任者及び業務責任者が作成する業務水

準書を確認し、県に提出し、その内容の承諾を受けること。 

 業務水準書の内容が変更となる場合には、速やかに変更後の業務水準書を県

に提出し、その内容の承諾を受けること。 

 
「危機管理マニュアル」の作成及び県への提出 

 災害・事故に対する被害想定と対策、迅速な応急対策及び早期復旧・復旧活

動が行なえる体制づくり等を目的として、連絡体制、応急体制、応急対応

方法等を記載した危機管理マニュアルを県に提出し、その内容の承諾を受

けること。 

 
「年度業務計画書」及び「年度業務報告書」の確認及び県への提出 

統括管理責任者は、個別業務の総括責任者及び業務責任者が作成する年度業

務計画書を確認し、県に提出し当該年度業務開始の 60 日前までに県の承諾

を受けること。また、月次報告書、四半期総括書及び年度業務報告書を確

認し、県に提出すること。 

 年度業務計画書の内容が変更となる場合には、速やかに変更後の年度業務計
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画書を県に提出し、その内容の承諾を受けること。 

年度業務報告書の作成及び県への提出 

・ 統括管理責任者は、個別業務の総括責任者および業務責任者が作成する日

報、月次業務報告書、四半期総括書及び年次総括書を確認し、月次業務報

告書については、翌月の 10 日（土、日、休日の場合は次の平日）までに県

に提出し、四半期総括書については、四半期の最終月の翌月の 10 日までに

提出すること。また、年次総括書については、翌年度の４月末までに県に

提出すること。なお、年度業務報告書に関して、別途県より指示を受けた

場合は、それに従うこと。 

 
個別業務の履行状況の管理等の実施 

 個別業務の履行状況を明確に把握し、提供するサービスの質が常に要求水準

を満足できているか管理できる体制を構築し、機能させること。 

 個別業務ごとのコスト及び収支管理を適切に行い、事業期間にわたりサービ

スが安定的に提供され、資金不足等により事業の安定的継続に支障を来た

すような事態が生じないよう、必要な管理体制を構築し、機能させること。

なお、コスト及び収支管理の状況については、各施設の状況が分かるよう

年度業務報告書に記載することとし、県の要求に応じて適切に報告するこ

と。 

 取巻く環境の変化を可能な限り事前に予測したうえで、個別業務の内容につ

いて、必要に応じて内容の変更等を行うことで、事業期間にわたり要求水

準を満足したサービスを安定的に提供すること。なお、当該内容の変更に

ついては、軽微な内容を除き、原則として事前に県の承諾を得ること。ま

た、変更した内容については、必要に応じて業務水準書及び年度業務計画

書に反映すること。 

 当該業務は、セルフモニタリングの根幹にあたることを十分に認識し、業務

を実施すること。 

 
その他必要な業務 

その他統括管理業務を行ううえで必要な業務を適切に行い、漏れのない、効

果的な業務の履行に努めること。 
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第３ 本事業用地の整備に関する要求水準 

 
１ 事業用地の概要 

（１） 事業及び事業用地の構成 

県営プール跡地と奈良警察署跡地については、本事業外で実施される事業として、

ホテル事業及びＮＨＫ事業（予定）がある。以下に、これらの事業及び事業用地の構

成を示す。 
 

（２） 本事業用地の概要 
所在地 奈良市三条大路１丁目（県営プール跡地及び奈良警察署跡地） 

用地面積 

 

本 事 業 用

地 

集客・賑わい施設事業用地 約 20,500 ㎡ 

道路用地 約 3,400 ㎡ 

水路用地 約 600 ㎡ 

計 約 24 ,500 ㎡ 

ホテル事業予定用地 約 3,900 ㎡ 

ＮＨＫ事業予定用地 約 3,400 ㎡ 

全体事業用地面積（図上求積面積） 約 31,800 ㎡ 

※（参考）公簿面積：31,192.71 ㎡ （水路を含まず） 

道路条件 

敷地北側：国道 369 号（大宮通り） 幅員約 23m（4 車線）に接道 

敷地南側：県道奈良生駒線（三条通り） 幅員約 30m（4 車線）に接道 

敷地東側：市道北部第 500 号線（南北通り） 幅員約 18m（2 車線）に接道 

そ の 他：本事業にて国道 369 号から県道奈良生駒線まで南北に通り抜

けが可能な道路（幅員約 12～15m）を整備する。 

用
途
地
域
等 

用途地域指

定 
第二種住居地域 商業地域 

容積率 200％ 400％ 

建ぺい率 060％ 080％ 

高度地区指

定 
25m 高度地区 31m 高度地区 

防火地域指

定 
指定なし 

防火地域（一部） 

準防火地域（一部） 

用途地域の

変更について 

上記用途地域等のうち、第二種住居地域にあたる部分については、事業

者の提案を踏まえ、奈良市との協議により商業地域（容積率 400％、建ぺ

い率 80％）に変更することも想定している。提案に当たっては、第二種住居

地域にあたる部分は商業地域（25m 高度地区）と見なすことも可能とする。 

風致地区指定 指定なし 

周知の埋蔵文化

財包蔵地指定 
指定あり 

県営プール跡地 21,951.44 ㎡ 調査実施済み 

奈良警察署跡地 9,241.27 ㎡ 調査実施中 

交通・アクセス 

鉄道：近鉄新大宮駅から約 800m（徒歩 10 分） 

近鉄奈良駅から約 1.8km、ＪＲ奈良駅から約 1.3km 

車：第二阪奈有料道路 宝来ランプから約 3Km 
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（３） 本事業用地の確定 

本事業用地の範囲については、別添資料１「本事業用地範囲説明図」の通りである。 

ホテル事業用地とＮＨＫ事業予定用地の用地境界線については、今後別添資料１

「本事業用地範囲説明図」に基づき確定を行うため現時点では一定の変更余地を含ん

でいる。提案にあたっての本事業用地の範囲については、別添資料１「本事業用地範

囲説明図」に示す一定の変更幅を考慮して計画すること。 

 

（４） 供給処理施設の概要 

全体事業用地における供給処理施設の概要については、下表のとおりである。下表

を参考として詳細については、事業者において調査、確認すること。 

施設 状況 
所管・ 

協議先 

上水道 

・事業用地東側に管径 200mm の本管あり 

・事業用地東側に管径 150mm の引込管あり 

・事業用地北側に管径 100mm の本管あり 

・事業用地南側に管径 200mm の本管あり 

奈良市 

企業局 

下水道 

・事業用地東側に管径 800mm の本管あり 

・事業用地北東側に管径 600mm の引込管及び公共桝あり 

・事業用地南東側に管径 500mm の引込管及び公共桝あり 

奈良市 

企業局 

電気 ・事業者にて状況の確認及び必要な協議を行うこと 関西電力 

ガス 

・事業用地南側に管径 100Ａの引込管あり 

・敷事業用地南側及び東側に管径 200Ａの本管あり 

・敷事業用地北側に管径 300Ａの本管あり 

大阪ガス 

 
（５） 本事業用地特有の条件 

本事業用地の状況について、特記する事項は以下のとおりである。 
 

地盤条件 

全体事業用地において地質調査を実施しており、別添資料２「地盤条件資料」

を参照すること。 
 

埋蔵文化財 

全体事業用地は、周知の埋蔵文化財包蔵地である「平城京跡」内にあり、現

在埋蔵文化財発掘調査を実施中である。事業者は新たに調査をする必要はない

が、建設工事にあたり奈良市教育委員会文化財課へ文化財保護法（昭和２５年

法律第２１４号）第９３条第１項に規定する届出を行うこと。 
なお、埋蔵文化財発掘調査の結果、本事業の実施に支障（計画の変更、スケ

ジュールの遅延・中止等）が生じる場合、その支障による増加費用等のリスク

については県が負担するものとする。 
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土壌汚染 

全体事業用地については、従前は県営プール及び奈良県警察署が立地してお

り、それ以前の地歴については、いずれも田、溜池・堤塘となっている。 

県営プール跡地部分については、県にて土壌汚染調査を実施（平成２４年３

月）しており、一部の土壌試料において「ふっ素及びその化合物」の溶出量が

指定基準値を超過していたため、当該敷地は、形質変更時要届出区域に指定さ

れている。（別添資料３「形質変更時要届出区域図」参照。） 
奈良県警察署跡地部分については、土壌汚染調査が未実施であり、県にて土

壌汚染調査を実施する予定である。 
形質変更時要届出区域において土地の形質変更を行う場合は、奈良市への届

出を行い、環境省令で定める基準に適合した施工方法（以下「適合方法」とい

う。）により行う必要がある（土壌汚染対策法第１２条４項及び土壌汚染対策

法施行規則第５３条）。 
土地の形質変更を適合方法で行ったことによる通常の工事（形質変更時要届

出区域の指定のない場合の工事）の差分である増加費用については県が別途負

担するものとする。 
県営プール跡地部分及び奈良県警察署跡地部分ともに、提案にあたっては、

通常の工事としての工事金額を見込むこと。 
 

地中障害物 

全体事業用地は、県営プール跡地及び奈良警察署跡地であり、杭を含め、

地中障害物についてはこれら施設の解体工事時に撤去済である。これに拘わ

らず事業者が建築工事等の施工にあたって、地中障害物が存在し本事業実施

の支障となることが明らかとなった場合、本事業の実施の支障を排除するた

めの必要最小限の当該地中障害物の堀削除去処分を行うものとし、その費用

は県が負担するものとする。 
 

電波障害 

電波障害対策については、事業者自らの責任と負担により、必要な調査及び

対策を行うこと。また、高層建築物の建設に伴う電波伝搬障害については、事

業者自らの責任と負担により、電波法（昭和２５年法律第１３１号）に基づい

て適切な措置を講じること。 

 

近隣への配慮 

全体事業用地の西側には集合住宅等が所在しており、本事業の施設計画に

あたっては近隣への日照に対する配慮を行うこと。また、事業実施にあたっ

ては施設から発生する音、臭い、眩光、振動に対する配慮を行うこと。 
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周辺交通への配慮 

全体事業用地の南北に位置する国道369号（大宮通り）、県道奈良生駒線

（三条通り）については、奈良市内の幹線交通を担う道路となっており、事

業の実施に伴う公道上の滞留発生を抑制することが必要となる。 
事業者は、本事業の実施に際し、必要に応じて奈良警察署等の関係機関と

の協議を行い、適切な交通処理計画を行うこと。 
 

２ 開発許認可の要求水準 

（１）開発許可手続き 

本事業については、都市計画法第２９条に定める開発許可について、県と開発許可

権者である奈良市における現時点での協議内容を示す。 
県と奈良市の協議内容 

・ 全体事業は、本事業、ホテル事業、ＮＨＫ事業（予定）の３つの事業で構成さ

れるが、相互に関係性を有することから、全体事業として一体的な開発行為

とみなされると考えられる。 

・ 全体事業の開発行為として、開発基準及び開発指導要綱で以下の施設の整備

が必要と考えられる。 

 公園 ：開発面積の３％以上。集客・賑わい施設事業用地において整備す

る。 

 緑地 ：開発面積の１．５％以上。集客・賑わい施設事業用地において整

備する。 

 雨水貯留施設 ：開発指導要綱に基づいて整備。集客・賑わい施設事業用

地において整備する。 

・ 開発許認可手続き期間は、標準処理期間として約６ヶ月が想定される。 
 

要求水準 

・ 事業者は、本事業用地における開発行為に関する許認可手続きについて、開

発許可上必要となる開発許可基準及び開発指導要綱等に基づき、上記の協議

内容を踏まえて必要に応じてホテル事業者及びＮＨＫ（予定）と協力して、

実施すること。 

・ 上記①公園、②緑地、③雨水貯留施設については、上記の協議内容を踏まえ

て集客・賑わい施設事業用地で整備が必要とされる内容を計画、整備するこ

と。提案にあたり、開発面積は全体事業用地面積相当の 31,800 ㎡とすること。 

・ 本事業の開発許可について、開発基準及び開発指導要綱等から通常予見でき

ない対応を求められた場合、県と協議の上対応を行うこと。通常予見できな

い対応についての増加費用については、合理的な範囲で県が負担するものと

する。 
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（２）環境影響評価（環境アセスメント） 

本事業の公共施設の内容は、環境影響評価法及び奈良県環境影響評価条例に規定さ

れる環境影響評価（環境アセスメント）が必要となる対象にはならないが、民間提案

施設事業の実施によって必要となる場合は、事業者の責において必要な申請手続き、

協議等を行うこと。 
 
３ 新設道路の整備に関する要求水準 

（１）新設道路の基本的な考え方 

本事業用地内の新設道路の位置付け等を以下に示す。 
新設道路は、事業者にて設計・整備を行い、完成後県に引渡す。 

県は、道路法第３条第１項第３号に定める県道として維持管理・運営を行う。 

新設道路は、建築基準法の第４２条第１項１号の道路となる。 

 
（２）新設道路の設計、工事監理、建設業務に係る要求水準 

事業者は、以下の要求水準に従い、新設道路について設計、工事監理、建設業務を

行うこと。 
業務範囲 

事業者は、以下の業務を実施するものとする。 
・予備設計業務 
・詳細設計業務 
・新設道路の建設業務 
・新設道路の工事監理業務 
・道路施設の引渡業務 
・道路の告示に係る各種図書の作成支援業務 
 
基準となる道路線形等 

事業者は、別添資料４「道路計画説明図」に基づき新設道路の予備設計業務

及び詳細設計業務を行うものとする。 
 

適用基準 

道路構造令並びに奈良県土木設計業務等委託必携、奈良県土木工事共通仕様

書、奈良県土木工事施工管理基準の基準類等に従うこと。 
 

関係機関との協議 

事業者は、設計にあたり、県と協力して交通管理者（奈良県警察）との協議

に必要な図面等の作成を行い、協議すること。 
なお、交通管理者による指導の結果、別添資料４「道路計画説明図」より、著

しく変更が生じる場合は、県と協議を行うものとする。 
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工事完了後の取扱 

事業者は、県による完工確認後、新設道路を県に引渡す。県は引渡を受けた

後、庁内での所管替手続き及び道路の告示手続きを行う。事業者は全体供用開

始までに、県による完成検査を受け、引渡を行うこと。なお、引渡から道路の

供用開始（告示日）までの期間の新設道路の管理は県が行う。 
 

４ 水路の整備に関する要求水準 

（１）水路の基本的な考え方 

本事業用地内の水路については、本事業の計画内容に整合するように現状の水路を

変更する付け替え工事を行う。 

 
（２）水路の設計、工事監理、建設業務に係る要求水準 

業務範囲 

事業者は、以下の業務を実施するものとする。 
・予備設計業務 
・詳細設計業務 
・水路の建設業務 
・水路の工事監理業務 
・水路の引渡業務 
・奈良市への移管に係る必要図書類の作成業務 
 
水路付け替え整備に係る設計条件 

水路の付け替え整備に係る設計については、別添資料５「水路計画説明図」

を参考に、事業者にて実施するものとする。事業者の建築物の配置計画等によ

り、別添資料５「水路計画説明図」に示す内容に対して、より合理的な排水計

画がなされる場合は、事業者の責において水路の経路等を変更する提案を行う

ことができる。 
水路の設計にあたっては、適切な水路勾配を確保し基本的に暗渠とすること。

管理に必要な人孔を適切に配置すること。 
適用基準 

奈良市開発指導要綱、同要領、同指導基準等に従うこと。 
 

関係機関との協議 

事業者は、水路設計に当たり、県と協力して水路管理者（奈良市）及び水利

組合（横領水利組合、尼ヶ辻東方水利組合）と協議し、指導に則り水路を設計

して整備すること。 
なお、水路管理者より必要な指導がなされた結果、別添資料５「水路計画説

明図」より、著しく変更が生じる場合は県と協議を行うものとする。 
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工事完了後の取扱 

事業者は、県による完工確認後、水路を県に引渡す。県は引渡を受けた後、

奈良市への移管手続きを行う。事業者は全体供用開始までに、県による完成検

査を受け、引渡を行うこと。 
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第４ 公共施設の機能及び性能に関する要求水準 

 

１ 基本要件 

（１）適用基準及び標準仕様 

公共施設の設計及び建設に当たっては、建築基準法、県、奈良市条例の法令類を遵

守すること。 

 

（２）耐震性能 

「官庁施設の総合耐震計画基準（平成１９年度版）」に基づき設計するものとし、そ

の耐震安全性の分類は、構造体はⅡ類（重要度係数 I＝1.25）、建築非構造部材はＢ

類、建築設備は乙類とする。 

 

（３）耐久性能 

鉄筋コンクリート部分の耐久性能は、建築工事標準仕様書／同解説 JASS5 鉄筋コン

クリート工事（日本建築学会）に定める計画供用期間において、標準（大規模補修不

要期間 65 年）となるよう、計画すること。 

 

（４）バリアフリー及びユニバーサルデザインへの配慮 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称バリアフリー新

法）」、「奈良県住みよい福祉のまちづくり条例」等を遵守し、高齢者や障害者のバ

リアフリーを確保するとともに、ユニバーサルデザインの考えを導入し、誰もがわか

りやすく利用しやすい施設とすること。 
 

（５）デザインコンセプト 

本事業の実施にあたり、観光拠点として魅力の高い空間を創出するため、公共施設

の外観、景観計画に当たっては、以下のデザインコンセプトに基づき、事業を進める

ものとする。 

『奈良らしさの体現』 

奈良の観光資源の特徴として、奈良時代を中心とした古代の貴族・仏教文化を色濃

く反映した寺社仏閣が現存しており、高い文化的価値と歴史的価値を有していること

が挙げられる。これらの観光資源は、国内はもとより、仏教文化に魅力を感じる欧米

の観光客や、遣唐使によってもたらされた周（武周）の武則天や唐の玄宗の文化を体

験できることから、中国をはじめとしたアジア諸国の観光客からも高く評価されてい

る。 

本事業では、これらの観光資源を訪れる観光客が、奈良に滞在していることを体感

することのできるよう、「奈良らしさの体現」をデザインコンセプトとする。本事業

では、「奈良らしさ」を、奈良の都「平城京」を中心に、聖武天皇の天平年間（729～

749 年）に栄えた貴族・仏教文化である、天平文化にフォーカスを当てていくことと

する。 
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（６）デザインコンセプトの解釈 

前項に示すデザインコンセプトの解釈については、原則、事業者の提案内容を尊重

するものとするが、事業者は、隣接するホテル事業及びＮＨＫ事業（予定）との一体

性等に係る協議調整について、県及び県の指定する者（ホテル事業者、ＮＨＫ（予定）

を想定）と必要な協議調整を行うこと。 

 

２ 公共施設の基本性能 

（１）配置計画 

・公共施設の各機能、並びに民間提案施設事業の各機能その他、ホテル施設、ＮＨＫ

施設（予定）の各機能が有機的に連携した配置計画とすること。 

・全体事業用地の西側に所在する集合住宅等、周辺地域への日照や音、臭い、眩光、

振動等に配慮した配置計画とすること。 

・公共施設は、ホテル事業にて整備されるホテル施設の客室からの眺望を遮らないよ

うな配置計画とすること。また、屋外機置き場等が客室から目に入らない位置に設

けるなど十分配慮すること。 

・ホテル施設の２階レベルでのコンベンション施設等との相互利用を考慮し、ホテル

側にレストラン、宴会場等が配置されることを想定し、コンベンション施設側には

コンベンション施設等の１階屋上を利用した屋上広場を配置・整備し、双方利用客

が休憩等に利用できるようにすること。（別添資料６「ホテル接続位置説明図」参

照） 

・コンベンション施設は、建物高さが中層程度になると想定されるため、ホテル客室

との離隔に配慮し、ホテル客室壁面（計画予定位置）から 10m 以上の離隔を確保す

ること。 

・ＮＨＫ事業予定用地と北側に隣接する部分には、広場を設けること。当該広場は、

本事業の賑わい創出において、ＮＨＫ事業（予定）と連携したイベントに利用する

ことも想定している。（別添資料７「ＮＨＫ（予定）隣接広場説明図」参照） 

 

（２）動線計画 

・全体事業の各施設（公共施設、民間提案施設、ホテル施設、ＮＨＫ施設（予定））

の利用者の相互の利便性に配慮して、平面の移動及び各階層間の移動が効率的に行

えるように動線計画を行うこと。 

・利用者、各施設の施設運営管理関係者等の種別毎の動線計画を適切に計画すること。 

・歩行動線と車両動線の適切な分離を行うこと。 

・全体敷地内の車両動線ついては、別添資料８「車両動線説明図」を踏まえた上で、

適切に計画すること。 

・本施設の地下に設ける駐車場の計画は、ホテル施設のホテル車寄せから本施設地下

駐車場に接続する車路の計画に整合させること。（別添資料６「ホテル接続位置説

明図」を参照のこと）。 

・ホテル利用者と公共施設利用者の相互利用に十分配慮し、ホテル施設２階レベルで
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相互往来が可能な動線を計画すること（別添資料６「ホテル接続位置説明図」を参

照のこと）。 

・ＮＨＫ施設（予定）利用者と公共施設利用者の相互利用に十分に配慮し、地上レベ

ルで相互往来が可能な動線を計画すること（別添資料７「ＮＨＫ（予定）接続位置

説明図」を参照のこと）。 

 

（３）維持管理及び環境に配慮した設計 

効率的・効果的な空調システムとするなど、省エネルギー設計に配慮した施設計画

とすること。また、点検・取り替えの容易な設備とするなどの維持管理をしやすく、

ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）を低減する計画とすること。 
さらに、雨水利用システムの導入や建物の屋上緑化や、太陽光発電装置を採用する

など、資源の有効利用や緑化の推進等にも配慮した施設計画とすること。 
 

（４）県産材の活用 

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成２２年法律第３６号）

及び「公共建築物における“奈良の木”利用推進方針」（平成２４年３月策定）に基

づき、内装等の木質化及び「奈良県地域認証材」の利用等の取り組みに努めること。 
 

３ コンベンション施設の要求水準 

コンベンション施設に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 国際会議、全国知事会等の国内会議、学術系会議の開催、

結婚式、宴会等に活用し、奈良県のＭＩＣＥの中核をなす

コンベンション機能の整備を目的とする。 

共通 ・ 奈良の都市ブランドの向上に資する品格と機能性を兼ね

備えた上質のコンベンション空間を整備すること。 

・ 全体事業で整備運営するホテル機能との連携・相互利用に

ついて十分に考慮し、一体性の高いコンベンション機能を

整備すること。 

・ 国際会議等の利用にあたり、セキュリティの確保や静粛性

の確保等を考慮し、本事業の他の機能とのゾーニングを計

画すること。 

大会議場 主な利用

イメージ 

・ 大規模国際・国内会議における全体会議会場及び分科会 

・ 床荷重の少ない展示会、商談会、即売会 

・ 企業ミーティングや団体等の全国大会等の集会・講演会 

・ 2,000 人規模の立食パーティーで、音楽演奏を伴うイベン

ト（本格的な音楽コンサートは想定しない） 

 
主な施設

性能 

・ 収容人数は、シアター形式 2,000 名程度とすること。 

・ 正餐、立食、スクール形式等、多様な利用が可能となるよ

う無柱空間とし、固定席のない平土間形式とすること。 

・ 天井高さは有効 8～10m 程度とすること。 

・ ３分割利用ができるよう移動間仕切壁を設置すること。 

・ 遮音性能に十分配慮し、３分割の同時使用が可能な構造
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大項目 中項目 要求水準 

とすること。 

・ 分割した部屋へは、他の会議室を経由しないで廊下等か

ら直接出入りできる構造とすること。 

・ 分割した各部屋の廊下側にモニターを設置し、利用状況

が廊下からもわかるようにすること。 

・ 大会議場に隣接して荷捌きスペースを設け、容易に搬入

作業を行うことができるようにすること。２階に大会議

場を設置する場合、大型昇降機を設ける等容易に荷物の

搬出入が行えるよう配慮すること。 

・ 搬入用出入口として、幅 4m×高さ 3m 程度の扉を分割した

各室のそれぞれに設けること。 

 
床性能 ・ 国際会議等の大規模な会議の他、パーティーや展示イベン

ト等にも耐える床仕上げとすること。仕上材はメンテナン

ス性を考慮し、タイルカーペット等を採用すること。 

・ 床の耐荷重は、展示会に対応できるよう 20kN/㎡以上とす

ること。 

・ 分割した部屋ごとに配線ピットを設け、各種配線が容易に

取り出せる構造とすること。 

 

遮音・音

響性能 

・ 会議や講演会に適した残響時間とすること。 

・ 大会議場での電気拡声による大音量が、他室の利用に影響

がでないよう十分な防音・遮音性能を確保すること。 

・ 全体事業用地西側には住宅街があるため、敷地境界線上で

関係法令に基づく基準以下となるようにすること。 

 

電気設備 ・ 利用形態や規模を踏まえ、各室にイベント電源・コンセン

ト及び音響・照明・映像・同時通訳装置の出入力設備を設

置すること。 

・ コンセントの電気回路は分割した部屋ごととすること。 

・ 床面にも適宜コンセントを設置すること。 

・ 照明用電源の容量には十分配慮すること。 

・ 音響・照明・映像・同時通訳装置には別系統の電源を用意

すること。 

・ 照明用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調光回路：20AC 型×６口を設けること。 

 

吊物機構

設備 

・ 分割した部屋ごとに、縦・横両方の利用パターンを想定す

ること。 

・ 分割した部屋の仮設舞台の設置が想定される箇所の天井

には、幕類や看板用の美術バトン（最低２本）及び照明演

出が可能な照明用トラス、音響スピーカ用トラスを設置

し、すべて電動昇降式とすること。 

・ 照明・音響用トラスの耐荷重は 1t/本以上とすること。 

・ 吊物用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調光回路：20AC 型×１２口を設けること。 

 

照明設備 ・ 主催者の照明機器の持ち込みにも対応できるようにする

こと。 

・ 点灯パターンを細かく設定できる設備とすること。 
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大項目 中項目 要求水準 

・ 移動可能な簡易調光卓を各室に設置すること。 

・ 各室にフロア回路として DMX 出入力を２系統、吊物用とし

て DMX 出入力を２系統用意すること。 

 

情報通信

設備 

・ CCTV システム、臨時電話回線を設置すること。 

・ インターカム等の設備を設置すること。 

・ LAN システム（有線・無線いずれも）を設置すること。ア

ウトレットは分割した各部屋の壁面に設置するとともに、

配線ピットからも容易に取り出すことができるようにす

ること。 

・ 音響回線は分割した部屋ごとに LAN・アナログ各２回線と

し、床面への埋め込みとすること。 

・ テレビ・ラジオ中継等を想定した配管・配線、連絡端子盤

を整備すること。 

 

映像・音

響設備 

・ 移動間仕切のいずれの分割パターンでも利用できるよう

に、各室前方中央に映像用の大型スクリーンを設けるこ

と。 

・ 国際会議や各種イベントに十分対応可能な音響設備を設

けること。 

・ 主催者の映像・音響機器の持ち込みにも対応できるように

すること。 

・ 電波式のワイヤレスマイクが混信せずに利用できるよう

にすること。 

・ 国際会議の開催ができるようにデジタル赤外線方式の同

時通訳装置（常設で８カ国語）を大会議場の全エリアで導

入できる設備とし、分割した場合でも各室で使用できるよ

うにすること。 

 

給排水衛

生設備 

・ パーティー利用を想定し、壁面にシンクを設けること。 

・ 利用形態を想定し、給排水取り出し口を適宜設けること。 

大会議場

ＡＶ調整

室 

主な施設

性能 

・ 分割された室ごとに AV 調整室を独立して設置すること。 

・ 会場全体を容易に見渡すことができる位置に設け、容易に

アクセスできる動線を確保すること。  

 

大会議場

ホワイエ 

主な施設

性能 

・ 800 ㎡程度のホワイエを大会議場に隣接して配置し、大会

議場との一体利用ができるよう工夫すること。 

・ 天井高さは 4m 以上とすること。 

・ 簡易的な受付ができるスペースを確保するとともに、休憩

用の椅子等を適宜用意し、快適に過ごすことができる環境

づくりに努めること。 

・ パントリーを設け、休憩時間等に軽飲食ができる設えとす

ること。 

・ 視認性の高いサインを動線の分岐点等に設置し、利用者の

スムーズな移動を支援すること。 

 

大会議場 

利用者用

控室（主

催者及び

主な施設

性能 

・ 定員 10 名程度、室数 5 室程度 

・ 主催者及び受付、警備等のスタッフが休憩できる広さとす

ること。 

・ 1 室は警察による警護が必要なイベント時の警察本部用
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大項目 中項目 要求水準 

受付、安

全管理等

の運営ス

タ ッ フ

用） 

の詰所としても利用できるようにすること。警察本部用の

詰所としての利用の場合には、隣接の控室と接続も可能な

構造とすること。 

・ 1 室は、消防による待機が必要なイベント時の消防本部用

の詰所としても利用できるようにすること。 

設備等の

性能 

・ 警察本部用の詰所には、警察用無線のアンテナ・警備無線

補助の引き込み線、電話線（50 回線程度）を確保するとと

もに、VIP 動線付近、かつ一般用動線以外の出入口から容

易に屋外に出られる位置に配置すること。 

・ 消防本部用の詰所には、無線通信補助設備の端子、電話線

及び電源を確保するとともに、VIP 動線付近、かつ一般用

動線以外の出入口から容易に屋外に出られる位置に配置

すること。 

大会議場 

出演者控

室 

主な施設

性能 
・ 定員 10 名程度、室数 5 室程度 

・ 出演者用として定員 5 名程度を 3 室、定員 10 名程度を 1

室、VIP 用として 50 ㎡以上（トイレ・給湯室を含む）を 1

室設置すること。 

・ VIP 室として利用することができものとするが、運用方法

については今後の協議による。 

・ VIP 室に隣接して運転手や関係者待合として定員 10 名程

度の控え室を設け、VIP 室とはコネクティングドアで接続

すること。10 名程度の出演者控室と兼用してもよいが、空

間の遮音性能には十分注意すること。 

 

大会議場 

倉庫 

主な施設

性能 

・ 大会議場まわりの什器・備品、音響・照明機材を収納する

ことができる適切な広さの倉庫を設けること。 

 
大会議場 

パントリ

ー 

主な施設

性能 

・ 約 200 ㎡程度 

・ ケータリング用として、搬出入口および大会議場とのスム

ーズな連携が可能なバックヤード内に配置するとともに、

ホテル施設がもつ厨房設備との緊密な連携に配慮した位

置とすること。中会議室に隣接して配置する場合は、大会

議場までのスムーズな動線を確保するとともに、別途、小

規模なパントリースペースを設けること。 

 
設備等の

性能 

・ 配膳台およびシンク、冷蔵庫、製氷機、食器収納棚を設置

し、調理機器用、保冷器等に必要な電源を適宜設けること。 

・ 給湯設備を設けること。 

・ グリストラップを有する排水設備を設けること。 

中会議室 

（4 室以

上） 

主な利用

イメージ 

・ 会議・セミナー・シンポジウムの開催：100～300 人規模の

総会や大会議場での全体会後の分科会等 

主な施設

性能 

・ ホテル施設の宴会場および多目的室と一体的な利用がで

きるように同レベルに配置する等、考慮すること。 

・ 350 ㎡程度の会議室を 4 室以上設け、その内 2 室は統合使

用を可能とすること。残りの室は 2 部屋に分割できるこ

と。 

・ 天井高さは 4～5m 程度とすること。 
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大項目 中項目 要求水準 

床性能 ・  仕上材はメンテナンス性を考慮し、タイルカーペット等を

採用すること。 

・ 想定される什器レイアウトに対応した各種配線および取

出口の計画を十分行うこと。 

 

遮音・音

響性能 

・ 会議や講演会に適した残響時間とすること。 

・ 中会議室での電気拡声による大音量が、他室の利用に影響

がでないよう十分な防音・遮音性能を確保すること。 

・ 全体事業用地西側には住宅街があるため、敷地境界線上で

関係法令に基づく基準以下となるようにすること。 

 

電気設備 ・ 利用形態や規模を踏まえ、各室にイベント電源・コンセン

ト及び音響・照明・映像・同時通訳装置の出入力設備を設

置すること。 

・ コンセントの電気回路は分割した部屋ごととすること。 

・ 床面にも適宜コンセントを設置すること。 

・ 照明用電源の容量には十分配慮すること。 

・ 音響・照明・映像・同時通訳装置には別系統の電源を用意

すること。 

・ 照明用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調高回路：20AC 型×6 口を設けること。 

 

吊物機構

設備 

・ 分割した部屋ごとに、縦・横両方の利用パターンを想定す

ること。 

・ 分割した部屋の仮設舞台の設置が想定される箇所の天井

には、幕類や看板用の美術バトン（最低２本）及び照明演

出が可能な照明用トラス、音響スピーカ用トラスを設置

し、すべて電動昇降式とすること。 

・ 照明・音響用トラスの耐荷重は 1t/本以上とすること。 

・ 吊物用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調高回路：20AC 型×12 口を設けること。 

 

照明設備 ・ 移動可能な簡易調光卓を各室に設置すること。 

 

情報通信

設備 

・ CCTV システム、臨時電話回線を設置すること。 

・ インターカム等の設備を設置すること。 

・ LAN システム（有線・無線いずれも）を設置すること。ア

ウトレットは分割した各部屋の壁面に設置すること。 

・ 音響回線は分割した部屋ごとに LAN・アナログ各２回線と

すること。 

 

映像・音

響設備 

・ 音響設備、映像用スクリーンを設けること。 

・ 電波式のワイヤレスマイクが混信せずに利用できるよう

にすること。 

・ 国際会議の開催ができるようにデジタル赤外線方式の同

時通訳装置（常設で８カ国語）を大会議場の全エリアで導

入できる設備とし、分割した場合でも各室で使用できるよ

うにすること。 

 



 

31 

大項目 中項目 要求水準 

給排水衛

生設備 

・ パーティー利用を想定し、壁面にシンクを設けること。 

・ 利用形態を想定し、給排水取り出し口を適宜設けること。 

 

中会議室

（屋内多

目的広場

兼 用 ） 

主催者用

控室 

主な施設

性能 

・ 主に主催者用の控室として利用する。 

・ 定員 10 名程度、1 室。 

中会議室

（屋内多

目的広場

兼 用 ） 

出演者用

控室 

主な施設

性能 

・ 出演者用の控室として利用する。 

・ 定員 5 名程度、3 室。 

 

小会議室

（４室以

上） 

主な利用

イメージ 

・ 分科会・控室：1 室あたりシアター形式で 80～100 人程度

の会議 

 

主な施設

性能 

・ 100 ㎡程度の会議室を 4 室以上設けること。 

・ 大会議場および中会議室からスムーズにアクセスできる

位置に配置すること。 

・ 移動間仕切壁により、2 分割使用ができるようにするこ

と。 

・ 天井高さは 3m 程度とすること。 

 
床性能 ・ 仕上材は様々な用途に使用されることを考慮するととも

に、メンテナンス性についても配慮すること。 
遮音・音

響性能 

・ 会議や講演会に適した残響時間とすること。 

電気設備 ・  部屋の規模に応じて、各室にイベント電源・コンセント及

び音響・照明・映像・同時通訳装置の出入力設備を設置す

ること。 

・  床面にも適宜コンセントを設置すること。 

 

吊物機構

設備 

・  壁面上部にピクチャーレール（取付金物一式）を設けるこ

と。 

 

照明設備 ・  移動可能な簡易調光卓を各室に設置すること。 

情報通信

設備 

・  CCTV システム、臨時電話回線を設置すること。 

・ インターカム等の設備を設置すること。 

 

映像・音

響設備 

・ 音響設備、映像用スクリーンを設けること。 

・  赤外線式のワイヤレスマイクが利用できるようにするこ

と。 

・ 各会議室には回線等の同時通訳装置を利用できる環境を

整えること。 

 

中・小会

議室 ホ

主な施設

性能 

・ 簡易的な受付ができるスペースを確保するとともに、休憩

用の椅子等を適宜用意し、快適に過ごすことができる環境
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大項目 中項目 要求水準 

ワイエ づくりに努めること。 

 

設備等の

性能 

・ イベント電源盤と臨時電話、LAN、CCTV のアウトレットを

適宜設け、ホワイエでのイベントに対応できるようにする

こと。特に受付が設置されることが想定される位置には配

慮すること。 

・ 床はタイルカーペットにするなど、音環境とともに、メン

テナンスのしやすさにも配慮すること。 

 

中・小会

議室 倉

庫 

主な施設

性能 

・ 会議室のあるフロアごとに倉庫を設けること。 

・ ホワイエおよび中・小会議室で使用する什器備品のほか、

音響・照明機材を収納することができる適切な広さを確保

すること。 

 

中・小会

議室 パ

ントリー

（ 湯 沸

室） 

主な施設

性能 

・ 会議室レイアウトに応じて、適宜設けること。 

設備等の

性能 

・ 流し台（幅 1800mm 程度）および吊戸棚を設けること。 

・ 給湯設備を設けること。 

 

ロビー 主な施設

性能 

・ 総合案内および待合スペース等を適宜設けるほか、ギャラ

リースペースを併設する等、施設全体の賑わいに寄与する

工夫を行うこと。 

・ 総合受付に隣接してクロークを設けること。 

・ 来館者用のロッカーを適宜設けること。会議室ごとに分散

して配置してもよいが、ホワイエ等の雰囲気を損なわない

よう配慮すること。 

 

荷捌き駐

車場等 

主な施設

性能 

・ 150 ㎡程度の広さを持ち、天井高さは 4m 以上とすること。 

・ 4t トラック 4 台程度が同時に駐車できるよう計画するこ

と。床に段差を設ける場合は、荷揚げ用リフト等を用いて、

容易に搬出入可能な構造とすること。 

・ ガルウイングタイプの 11t トラックが支障なく利用でき

るよう、搬入スペースの計画を行うこと。 

 

 
４ 屋外多目的広場の要求水準 

屋外多目的広場に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 賑わいの創出のため、屋外でのイベント開催に対応する

機能を有するものとする。 

屋外多目

的広場 

主な利用

イメージ 

・ ミニコンサート、販促イベント、各種発表会、キャラクタ

ーショー等、多様なイベントの実施 

 
主な施設

性能 

・ 屋外多目的広場の面積は、1,000 ㎡以上とすること。 

・ 広場は、屋根等で覆うこと。 

・ 周辺施設（ＮＨＫ（予定）、集合住宅等）への騒音に配慮

するものとした配置および発生音の指向性等について検

討すること。 

・ 屋根の有効高さは 10ｍ以上とすること。 
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大項目 中項目 要求水準 

・ 屋根の構造形式、形状、材質については事業者の提案によ

るが、デザインコンセプトの反映に特に留意すること。 

・ 各種イベントに対応するための常設ステージを、広場内

に設けること。 

・ イベント実施時にバックステージとなる空間を確保する

こと。 

 
 映像・音

響設備 

・ 観光・イベント情報等の発信やイベント時に使用する大

型映像装置（LED モニター）200 インチ程度を設けること。 

・ 電波式のワイヤレスマイクが混信せずに利用できるよう

にすること。 

 
５ 屋内多目的広場の要求水準 

屋内多目的広場に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 屋内での演劇や映像の上映等のイベントを実施するため

の、照明、音響性能を有する屋内空間を整備する。 

屋内多目

的広場 

主な利用

イメージ 

・ 会議・セミナー・シンポジウムの開催：500 人規模の総会

や、大会議場での全体会後の分科会等 

・ 市民による音楽コンサートや演劇等のライブイベント 

・ スクリーンを利用した映画上映 

・ 展示パネルを利用した展示イベント 

 
主な施設

性能 

・ 大規模会議の際には、コンベンション施設の大会議場な

どと連携し、会議室のひとつとして機能する他、通常時は

市民の文化活動の施設として独立して活用ができるよう

に、連携と独立のバランスの良い位置に配置すること。 

・ 400 席程度の電動式移動観覧席を設置し、コンサートや映

画上映等に対応できること。通常時は壁面に収納され、平

土間形式として使用できること。 

・ 天井高さは 8m 程度とすること。 

 
床性能 ・ 仕上材は様々な用途に使用されることを考慮するととも

に、メンテナンス性についても配慮すること。 

・ 想定される什器レイアウトに対応した各種配線および取

出口の計画を十分行うこと。 

 

遮音・音

響性能 

・ 様々な用途に使用されることに配慮して、残響時間を決

定すること。 

・ 中会議室での電気拡声による大音量が、他室の利用に影

響がでないよう十分な防音・遮音性能を確保すること。 

・ 全体事業用地西側には住宅街があるため、敷地境界線上

で関係法令に基づく基準以下となるようにすること。 

電気設備 ・ 利用形態や規模を踏まえ、イベント電源・コンセント及び

音響・照明・映像・同時通訳装置の出入力設備を設置する

こと。 

・ 床面にも適宜コンセントを設置すること。 

・ 照明用電源の容量には十分配慮すること。 

・ 音響・照明・映像・同時通訳装置には別系統の電源を用意
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大項目 中項目 要求水準 

すること。 

・ 照明用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調高回路：20AC 型×6 口を設けること。 

吊物機構

設備 

・ 仮設舞台の設置が想定される箇所の天井には、幕類や看

板用の美術バトン（最低２本）及び照明演出が可能な照明

用トラス、音響スピーカ用トラスを設置し、すべて電動昇

降式とすること。 

・ 照明・音響用トラスの耐荷重は 1t/本以上とすること。 

・ 吊物用として、分割した部屋ごとに直回路：30AC 型×２

口、調高回路：20AC 型×12 口を設けること。 

照明設備 ・ 移動可能な簡易調光卓を各室に設置すること。 

情報通信

設備 

・ CCTV システム、臨時電話回線を設置すること。 

・ インターカム等の設備を設置すること。 

・  LAN システム（有線・無線いずれも）を設置すること。ア

ウトレットは分割した各部屋の壁面に設置すること。 

・ 音響回線は分割した部屋ごとに LAN・アナログ各２回線と

すること。 

・ テレビ・ラジオ中継等を想定した配管・配線、連絡端子盤

を整備すること。 

 

映像・音

響設備 

・ 音響設備、映像用スクリーンを設けること。 

・ 電波式のワイヤレスマイクが混信せずに利用できるよう

にすること。 

・ 国際会議の開催ができるようにデジタル赤外線方式の同

時通訳装置（常設で８カ国語）を大会議場の全エリアで導

入できる設備とし、分割した場合でも各室で使用できる

ようにすること。 

給排水衛

生設備 

・ 各種イベントを行うことができるよう壁面にシンクを設

けること。 

・ 利用形態を想定し、給排水取り出し口を適宜設けること。 

 
６ 観光振興施設の要求水準 

観光振興施設に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 公共施設の利用者の利便向上を目的として整備される料

飲・物販や県産材等のＰＲを行う機能を有するものとす

る。 
料飲・物

販機能 

主な施設

性能 

・ 観光振興施設は、奈良県の観光振興を目的とする公共施

設として、県産食材等を活用する等により「奈良らしさ」

を県民や県への来訪者が体感できる料飲・物販機能とす

ること。 
・ 奈良らしさを体感できる空間とするために、料飲・物販機

能の空間計画においては、「第４－１－（５）デザインコ

ンセプト」に基づく意匠・材料等を取り入れること。 
・ 料飲・物販機能で床面積を 3,400 ㎡程度（通路、バックヤ

ードなど含む観光振興施設としての面積）とすること。 
・ 料飲・物販機能は、大小様々な面積の店舗区画の「お店」

が連なる、一体の物販・料飲ゾーンを形成する空間構成と

し、全体としてデザインコンセプトを反映した空間とす
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大項目 中項目 要求水準 

ること。 
・ 将来的に各「お店」のテナント等の入れ替えやレイアウト

変更等に対応できるよう柔軟性の高い商業空間とするこ

と。 

・ 光熱水費について、観光振興施設部分での使用量が把握

できるように個別の計量器等を設置すること。 

 

７ 駐車場・駐輪場の要求水準 

駐車場・駐輪場に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 本施設を利用する県民や奈良に自家用車等で観光等に訪

れる利用客が車を駐車するためのものとする。 

駐車場 主な施設

性能 

・ 乗用車 400 台程度（うち障害者等用 6 台以上含む）を確保

すること。 

・ 駐車台数 80%以上について、地下駐車場とし、出入口の一

つ以上は新設道路に面すること。出入口の位置について

は道路管理者、奈良県警察等関係機関と協議を行い定め

ること。 

・ ホテル事業において本施設の地下駐車場に相互利用可能

な地下駐車場(以下、「ホテル地下駐車場」という。)を計

画している。本施設の地下駐車場については、別添資料６

「ホテル接続位置説明図」を参照の上、ホテル地下駐車場

との相互利用を考慮し、一体的な運営が可能となるよう

に計画を行うこと。 

・ ※ホテル地下駐車場との一体的運営の考え方等について

は、第８－５ 運営の要求水準を参照。 

・ 障がい者用駐車場は、施設出入口や EV 等に近い利便性の

高い位置に設けること。 

・ 自動二輪車用駐車場 10 台以上を確保すること。 

・ 本駐車場及び駐輪場は、道路附属物としての駐車場とし

て整備するため、新設道路と連続させた構造とし、駐車場

設計・施工指針（国土交通省道路局）に準拠すること。 

・ 自転車及び自動二輪車等の駐車場については、「路上自転

車・自動二輪車等駐車場設置指針」（国土交通省道路局）

に準拠すること。 

・ 入出場ゲート、駐車券発券機、精算機、個別満空表示機等

を設置し、本施設の各機能及び提携施設等で来場チェッ

クを受けた人は、一定時間無料または割引という運用が

可能な駐車場システムを導入すること。 

・ 出庫注意灯、カーブミラー等の安全施設を適宜設置する

こと。 

駐車ます 

車路等 

・ 乗用車用の駐車ますは普通乗用車用（長さ 6.0ｍ×幅員

2.5ｍ）を基本とするが、一部大型リムジンカー等の特殊

車両の駐車に対応できる駐車ますを確保すること。 

・ 障害者等用の駐車ますは長さ 6.0ｍ以上×幅員 3.5ｍ以上

を確保すること。 

・ 入車路と出車路が対向するような駐車ますの配置は避け

ること。 

・ 車路は一方通行とすること。 
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大項目 中項目 要求水準 

・ 歩行者出入口の近隣等、利便性の高い位置に障がい者用

駐車場を設けること。 

管制設備 ・ 有料施設として、出入口に駐車券発券機、料金自動精算

機、出入口ゲートを設置すること。 

・ 料金徴収システムは、県等の発行する駐車場割引券に対

応できるものとすること。 

・ 駐車場内の出入口付近に駐車場監視システム（中央監視

盤）を備えた守衛室を設けること。 

・ 出庫注意灯、個別満空表示機を適宜設置すること。 

駐輪場 主な施設

性能 

・ 敷地内に 50 台以上を確保すること。 

・ ラック等による盗難防止対策を講じることのできる設備

を設けること。 

 
８ バスターミナルの要求水準 

バスターミナルに係る要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

全般 目的 ・ 奈良に自家用車等で観光等に訪れる利用客が、本施設駐

車場に駐車し、市内路線バス等に乗り換える「パーク＆

バスライド」拠点 

・ 空港バス、長距離バス、団体貸切バス等の発着拠点 

・ バスによる県内観光ルートの発着拠点 

バスバー

ス 

主な施設

性能 

・ 乗客が乗降するために観光バス等が停車するバスバース

を 2 台分以上設けること。 

・ 雨天時の乗降に考慮し、乗降側の空間に屋根・庇等を設

置すること。 

バスプー

ル 

主な施設

性能 

・ 観光バス等の一時駐車のためのバスプールをバス 3 台分

以上設けること。 

・ バスの走行軌跡、回転半径等を考慮し、必要十分な余裕の

ある駐車スペースとすること。 

・ 可能な限り見通しの良い安全な空間とすること。 

待合スペ

ース 

主な施設

性能 

・ 50 人以上が着席して収容可能とすること。 

・ バスを快適に待つことできる屋内空間とすること。 

・ バスバースに近接して設置すること。 

・ バスによる来訪者へのおもてなしの玄関口として、上質

でゆったりとした空間構成、意匠とすること。 

・ 奈良の観光案内のための壁面案内地図、観光施設のパン

フレット置き場等を設けること。 

・ 観光案内映像、テレビ映像等を映写する大型の映像装置

を設置すること 

・ 飲料等の自動販売機の設置スペースを確保すること。（※

利便向上事業としての提案を期待している。） 

・ 大型のバス発着案内表示装置、バスの乗車券の発券機等

（バス事業者による設置を想定）が設置可能なスペース

と電源等の設備を設けること。 

バス事業

者用スペ

ース 

 ・ バス運転手の休憩所として 6 畳分を確保すること。 

・ 当該休憩所には、FAX 回線を整備すること（バス乗車予約

状況把握に利用する）。 

・ 水道、電気を利用できるよう配線、配管すること。（ガス

配管は不要） 
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大項目 中項目 要求水準 

・ IH 対応のミニキッチンを整備すること。 

・ トイレ、押入れ、収納等は不要とし、冷暖房設備等の什

器・備品はバス事業者の負担とする。 

 
９ 共用部分の要求水準 

建物の共用部分の要求水準を以下に示す。 
大項目 中項目 要求水準 

喫煙コー

ナー・ト

イレ・授

乳室等 

主な施設

性能 

・ 適宜設け、利用者の利便性を高めること。喫煙ルームは十

分な広さを確保し、室外に煙や臭いが漏れないよう位置

や 換気設備に配慮すること。 

管理事務

所等（応

接室・会

議室等を

含む） 

主な施設

性能 

・ 運営規模により適宜設けること。管理事務室 100 ㎡、応

接室 20 ㎡、会議室 30 ㎡程度を目安とすること。 

 

※管理事務室等はＳＰＣへの目的外使用許可を行う。 

中央管理

室・清掃

員控室 

主な施設

性能 

・ 適宜設けること。 

 

※中央管理室・清掃員控室はＳＰＣへの目的外使用許可 

を行う。 

利便向上

事業スペ

ース 

主な施設

性能 

・ カフェ、レストラン、物販店、自動販売機の設置等、利用

者の利便性が向上する施設の提案を行うことができる。 

※当該部分について、行政財産の貸付により事業者が県

に貸付料を支払い使用するものとする。 

そ の 他

（機械室

等） 

主な施設

性能 

・ 機械室等は、適宜設けること。 

・ 機械類は、屋外への設置は基本的に行わないこと。 

 

１０ 外構の要求水準 

外構に係る要求水準を以下に示す。 
大項目 要求水準 

フェンス ・ 全体事業用地の西側の敷地境界に沿って高さ 2ｍ程度の

フェンスを設置すること。利用客から見える部分につい

ては、デザインコンセプトに配慮すること。 

植栽 ・ デザインコンセプトを実現する空間を創出するための樹

種を選定し、景観に配慮した植栽計画を行うこと。 

・ 開発許可等の法令で求められる緑化率を満足すること。 

敷地内通路・広場 ・ 機能性、安全性及び美観に配慮した舗装を行うこと。 

・ ベンチ等のストリートファニチャーを適宜設置するこ

と。 

・ 車両動線との横断部には、横断歩道を適宜設置すること。 

外灯 ・ 敷地内において、防犯及び安全に配慮して、外灯を適切

に設置すること。 

・ 外灯を利用した景観演出を行い、魅力的な夜間景観を創

出すること。 
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１１ サインの要求水準 

サインの要求水準を以下に示す。 

大項目 中項目 要求水準 

サイン 主な性能 ・ 観光案内サイン整備ガイドライン（奈良県）のルールに

留意したサイン計画とすること。 

・ 建物のサインはお年寄りや子供でも行きたい場所へスム

ーズに行くことができ、知りたいことがすぐわかるよう

に配慮し、絵や色を効果的に使用すること。 

・ 設置位置計画については、ピクトグラフや矢印、大きな

文字により、利用者の動線に配慮した場所へ設置するよ

うに計画すること。 

・ 日本語表記に加えて、主要な箇所は英語でも表記するこ

ととし、必要に応じて中国語、韓国語の表記も検討する

こと。 

・ 各施設の壁にポスター等を直接貼ることの無いように、

必要な箇所にポスター等が掲示できる掲示板を設けるこ

と。 

・ 屋外サイン計画については、建物との調和を図り、耐久

性、耐候性のある構造とすること。 

・以下の区分で伝達機能を分類し、計画設置すること。   

誘導サイン 目的施設への方向を示す 

案内サイン 各室の所在と相互関係を示す・・・

施設内の案内等 

記名サイン 物事の名称を示してほかとの識別

を示す・・・お知らせ、説明等 

説明サイン 管理者側の意図や物事の内容を示

す・・・禁止表示板等 

規制サイン 安全や秩序を保つための行動を促

す・・・禁止表示版等 

身障者用サイン 身障者に配慮したサイン・・・多目

的トイレ等 

非常用サイン 非常時における安全な場所への誘

導表示・・・非常口等 

その他 その他可動式の案内サインや、会議

室等に利用者が主催内容等の印刷

物を随時表示可能なようなサイン

の設置をすること。 
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１２ 十二神将等の設置スペースの要求水準 

十二神将等の設置スペースの要求水準書を以下に示す。 
大項目 要求水準 

十二神将像等の設置

スペース 

・ 県は、奈良県の観光振興及び本施設を訪れる利用者への

教育・学習を目的として、十二神将、釈迦の十大弟子、

四天王の像（合計２６体）を模造し、本事業施設内に台

座とともに設置する（本事業範囲外）。事業者は空間的な

一体性を保つために、これらの像等の設置スペースにつ

いて、以下の点に留意して計画・整備すること。 

・ 「十二神将」、「十大弟子」、「四天王」はそれぞれ１２体、

１０体、４体の群として設置できるようにすること。た

だし、「十二神将」の群、「十大弟子」の群、「四天王」の

群は、一箇所に集合していなくても良い。 

・ 本施設を訪れる利用者による自由な記念撮影等ができる

空間とすること。 
（県の設置する像と台座の内容） 

① 像の大きさは等身大（170cm 程度）とする。 

② 像は、人の肩の高さ程度の高さ（150cm 程度）の

台座に設置する。 

③ 像の色は、天平時代の彩色を復元する。 

④ 像及び台座は固定とする（常設）。 

⑤ 安全性に配慮し、観光客等が像に登ったり、直接

触れることのないような設えとする。 

⑥ 像は、広場・通路又は公共施設の屋内に設置する

が、詳細は事業者の提案に基づき協議により決定

する。 

⑦ 像及び台座の維持管理・更新等は県が実施する。 
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第５ 民間提案施設の機能及び性能に関する要求水準 

 

１ 基本要件 

（１）適用基準及び標準仕様 

民間提案施設の設計及び建設に当たっては、建築基準法による他、県、奈良市の関

連する条例、指導要項等に従うこと。 

 

（２）バリアフリー及びユニバーサルデザインへの配慮 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称バリアフリー新法）」

及び「奈良県住みよい福祉のまちづくり条例」及び同施行規則等を遵守し、高齢者や

障害者のバリアフリーを確保するとともに、ユニバーサルデザインの考えを導入し、

誰もがわかりやすく利用しやすい施設とすること。 

 

（３）公共施設とのデザインの統一性の確保 

民間提案施設の意匠は、「第４－１－（５）デザインコンセプト」を踏まえ、公共

施設との融和や、施設全体の一体性を踏まえた、色彩、建物形状などの配慮を行うこ

と。 

 

２ 民間提案施設の導入機能 

民間提案施設の導入機能は、以下の通りとする。 
事業者は、本事業の目的・基本方針に適合するもので、事業者の提案に基づき県が

認めた施設を整備することができる。県の想定する導入機能を以下に例示するが、必

須のものではない。 

・温浴施設 

・学習・体験施設 

・公園・緑地 

・その他集客・賑わいに資する施設 等 

 

なお、以下の用途については提案することができない。 

・住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿、兼用住宅 

・工場（自家販売のために食品製造業（食品加工業を含む。）を営むものを除く。） 

・マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類するもの 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性

風俗関連特殊営業の用に供する建築物 

・奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例に規定するラブホテル等 

・その他、本事業の目的・基本方針に適合しない施設（事業者からの民間提案事業

等確認書の提出により県はその適否の回答を行う） 

 



 

41 

３ 民間提案施設の基本性能 

（１）配置計画 

民間提案施設を提案する場合、公共施設であるコンベンション施設、屋内多目的広

場、屋外多目的広場、観光振興施設、駐車場及び駐輪場、バスターミナル等、及びホ

テル事業用地との連携を考慮した、施設配置計画を行うこと。 

 

（２）規模 

民間提案施設の規模は、当該部分の床面積について 10,000 ㎡以下とすること。 

 

（３）動線計画 

施設利用者と施設管理者の動線が錯綜せず、また搬出入車両の動線が適切に処理さ

れるなど、適切な動線計画とすること。 

附帯事業により整備される施設の利用者と公共施設の利用者の双方の利便性に配

慮した動線計画を行うこと。 

 

（４）権利形態等 

民間提案施設は、公共施設と合築することも分築することもどちらも可能とする。 

公共施設と民間提案施設をそれぞれ独立した建物（分築）として計画する場合は、

各々の建築物について適切な敷地範囲の設定を行い建築基準法等の法令適合に留意

すること。分築の場合の民間提案施設に係る土地建物の権利形態は、県有地への定期

借地権の設定により事業者が民間提案施設の建物を所有する形態とし、定期借地権の

種類は事業用定期借地権、借地期間は１５年間以上（建設工事期間を含まず除却期間

を含む）５０年未満（建設工事期間及び除却期間を含む）とする。事業者は、借地期

間の満了までに建物を収去して更地で県に用地を引き渡すものとする。 

公共施設と民間提案施設を合築する場合の土地建物の権利形態は、県有地への定期

借地権（準共有）の設定により、県と事業者が合築建築物を区分所有する形態とする。

この場合の定期借地権の種類は、建物譲渡特約付事業用定期借地権を基本とし、借地

期間は３０年以上５０年未満（施設整備期間及び除却期間を含む）とする。事業者は、

借地期間の満了時に、家具・備品等を撤去の上、県に自らの区分所有権を無償譲渡す

るものとする。なお、合築の場合において民間提案施設のみの将来撤去が物理的かつ

法的に可能な計画を行う場合は、定期借地権の種類及び借地期間について分築による

場合と同様の選択を認めるものとする。 

なお、事業者は、定期借地権設定による用地の利用について定期借地権設定契約書

に定める行政財産（土地）の貸付料を県に支払うものとする。 
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第６ 設計及び建設業務に関する要求水準 

 

１ 総則 

（１）業務の目的 

設計及び建設業務は、本施設が「第４ 公共施設の機能及び性能に関する要求水準」

及び「第５ 民間提案事業の機能及び性能に関する要求水準」を満たし、本事業の目

的、基本方針に合致して、誰もが安全、快適かつ便利に利用できるサービスを提供す

ることが可能な施設を整備する事を目的とする。 

 

（２）業務の区分 

設計業務 

要求水準に従って、以下の設計業務（基本設計、実施設計）を行うこと。な

お、本施設建設のために、事業者が県からの提示資料以外に測量や地質調査等

を実施することが必要と判断した場合には自らの責任と費用負担において実

施すること。 

 設計図書の作成（透視図、模型を含む） 

 設計に関わる各種協議・手続き等 

 
建設業務 

要求水準に従って以下に示す本施設の建設業務を行うこと。 

 建設工事 

 工事に伴う近隣対策 

 完工検査 

 完成図書の作成 

 建設に関わる各種協議・手続き等 

 
備品等の設置業務 

要求水準に従って、必要となる備品等の調達、設置業務を行うこと。 

 

工事監理業務 

 工事監理 

 工事監理図書の作成 

 
その他の業務 

 各種申請及び手続き等 

 交付金に関する補助 

 開業準備 

 本施設の引渡し 
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（３）業務の対象範囲 
対象 設計及び建設業務 

大区分 
設
計
業
務 

建
設
業
務 

備
品
等
の
設
置
業
務 

工
事
監
理
業
務 

そ
の
他
の
業
務 

コンベンション施設 ○ ○ ○ ○ ○ 
屋外多目的広場 ○ ○ ○ ○ ○ 
屋内多目的広場 ○ ○ ○ ○ ○ 
観光振興施設 ○※ ○※ ○※ ○ ○ 

駐車場及び駐輪場 ○ ○ ○ ○ ○ 
バスターミナル ○ ○ ○ ○ ○ 

新設道路 ○ ○ － ○ ○ 
水路 ○ ○ － ○ ○ 

  ※観光振興施設のテナント部分（内装を除く）の設計・建設業務、備品の設置業務 

は、事業者負担とし、業務の対象範囲に含まない。 

 

（４）総括責任者及び業務責任者 

事業者は、設計及び建設業務の全体を総合的に把握し調整を行う総括責任者、及び

設計及び建設業務の区分ごとに総合的に把握し調整を行う業務責任者を定め、業務の

開始前に統括管理責任者に届け出ること。総括責任者及び業務責任者を変更した場合

も同様とする。また、総括責任者及び業務責任者は、その内容に応じ、必要な知識及

び技能を有する者とする。 
なお、総括責任者並びに業務責任者の具体的要件は特に定めていないが、本事業の

目的・趣旨・内容を十分に踏まえた上で選出すること。また、各々が担うべき役割を

確実に行うことができる限りにおいては、総括責任者と業務責任者及び業務責任者間

について兼務することは可能とする。ただし、建設業務の業務責任者と工事監理業務

の業務責任の兼務については不可とする。 
 

２ 業務の要求水準 

（１）設計業務 

業務体制 

事業者は、設計業務の責任者を配置し、業務体制と合わせて設計着手前に県

に通知すること。 

業務体制には、業務責任者（管理技術者）、照査技術者、建築意匠設計担当

者、建築構造設計担当者、電気設備設計担当者、機械設備設計担当者の記載を

必須とし、その他の担当技術者の配置は任意とする。また、施設全体の統括管

理業務を行う統括管理責任者のもと、事業者の責任において設計の進捗管理を

実施すること。 
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県が、県民、地元住民等を対象として建物概要等を説明する説明会の開催を

行う際には、県の要望に基づき協力を行うこと。 

 

設計業務の実施 

本要求水準書で記載された事項は、基本的内容について定めるものであり、

これを上回って設計・施工することを妨げるものではない。また、本要求水準

書に記されていない事項であっても、本施設の性能及び機能を発揮するため、

当然必要と思われるものについては、事業者の責任において補足・完備させな

ければならない。 

 

 共通留意事項 

・ 事業者は業務に必要な調査を行い、関係法令に基づいて、業務を実施す

ること。 

・ 事業者は前述している適用法令・条例・基準等に基づき、設計業務を実

施すること。 

・ 図面は、工事ごとに順序よく整理統合して作成し、各々一連の整理番号

を付けること。 

・ 「都市計画法」、「建築基準法」等にかかわる届出、申請等に関する諸費

用は事業者負担とする。 

 

 建築物の設計 

a．基本設計 

基本設計は、要求水準書及び事業者の提案等に基づいて主要な技術的

検討を行い、建築物の空間構成を具体化した内容とすること。また、単

なる建築物の全体像を概略的に示す程度の業務とせず、実施設計に移行

した場合に各分野の業務が支障なく進められるだけの主要な技術的検

討が十分に行われたものであること。 

b．実施設計 

実施設計は、前記の基本設計が確認された後、これに基づく工事の実

施に必要であり、事業者が工事費内訳書を作成するために十分な内容と

すること。なお、工事費内訳書の書式・内容等の詳細については、県と

協議すること。 

 

 道路・水路の設計 

a．予備設計（道路） 

予備設計は、土木設計業務等委託必携に基づき実施すること。 

b．詳細設計（道路・水路） 

詳細設計は、土木設計業務等委託必携に基づき実施すること。 
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 県の交付金関連資料の作成の協力 

本事業は、施設の整備について国の交付金を受給することを予定している。

事業者は、県の交付金の申請及び会計検査において必要となる資料について、

資料作成等協力すること。 
 

 各年度出来高検査 

本事業では、設計及び建設業務に係る対価について、設計・建設期間中の

業務の出来高に応じて各年度支払うため、年度毎に県による出来高の検査を

実施する。事業者は、検査に必要となる資料・図書等を作成し、県の検査を

受けること。 
 

 設計の変更 

実施設計及び詳細設計完了後に本要求水準書に適合しない箇所が発見さ

れた場合には、事業者の責任において本要求水準書を満足させる変更を行う

ものとする。なお、県は、事業者に設計の検討内容について、いつでも確認

することができる。 

 

設計業務期間 

設計業務の期間は、供用開始時期に間に合わせるように事業者が計画するこ

と。具体的な設計期間については事業者の提案に基づき事業契約書に定める。

なお、設計業務においては、基本設計及び予備設計相当の図面完成時に県の中

間確認を得、実施設計及び詳細設計の完成時に県の完了確認を得ること。 

 

手続き書類 

基本設計及び実施設計の作成にあたっては、県及び必要に応じて県関係団体

等と十分協議しながら進めること。設計業務の着手時及び業務完了時は、以下

の書類を県に提出して承諾の通知を受けること。 

・設計業務着手届 

・設計工程表 

・組織体制表 

・設計担当者届（設計経歴書） 

・設計業務完了届 

 
設計図書の作成 

図面の作成においては、「建築工事設計図書作成基準 建築設備工事設計図

書作成基準及び同解説」を参考とすること。 

作成した図面その他の設計に係る資料は、県に提出し承諾の通知を受けるこ

と。提出する内容は、「建築・設備設計基準」によるほか、以下によること。 
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 建築設計図書 

a．基本設計 

基本設計図書を基本設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

提出図書の仕様及び部数については、以下表によること。 

       

○基本設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 A3 ファイル綴じ 

基本設計説明書 4 部 
A3 ファイル綴じ 
概略構造計算書、設備諸元表を含

む  

基本設計説明書（概要版） 10 部 A3 5 枚程度  
現地踏査結果：埋設物平面図含む 

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 

データ類ＣＤ 3 部 

上記全てのオリジナルデータ 
(CAD(dwg 又は dxf) 
Microsoftword、excel) 
及び全ての pdf データ 
但し、土木工事においては土木工

事の電子納品ガイドライン（案）

（奈良県土木部）による 
 

b．実施設計 

実施設計図書を実施設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

図面の構成は、基本設計と同様とすること。なお、提出図書の仕様及び

部数については、以下表によること。 

 

      ○実施設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 
A1：1 部、A3 縮小版：3 部、 
データ：1 式 

実施設計説明書 4 部 

A3 ファイル綴じ 
基本設計説明書を元に実施設計の

結果を反映付加する。 
（施工計画書含む） 

実施設計説明書（概要版） 10 部 A3  5 枚程度  

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
（実施設計に併せ修正） 

工事費内訳（積算資料等を含

む） 4 部 A4 ファイル綴じ 

数量調書 4 部 A4 ファイル綴じ 
設計計算書（構造・設備他） 4 部 A4 ファイル綴じ 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 
交付金申請関連図書 4 部 A4 ファイル綴じ 
地質調査資料 4 部 A4 ファイル綴じ 
データ類ＣＤ 4 部 基本設計と同様とする 
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 道路設計図書 

a．予備設計 

予備設計図書を予備設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

なお、提出図書の仕様及び部数については、以下表によること。 

 

○予備設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 A3 ファイル綴じ 

予備設計説明書 4 部 
A3 ファイル綴じ 
概略構造計算書、設備諸元表を含

む  

予備設計説明書（概要版） 10 部 A3 5 枚程度  
現地踏査結果：埋設物平面図含む 

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 

データ類ＣＤ 3 部 

上記全てのオリジナルデータ 
(CAD(dwg 又は dxf) 
Microsoftword、excel) 
及び全ての pdf データ 
但し、土木工事においては土木工

事の電子納品ガイドライン（案）

（奈良県土木部）による 
 

b．詳細設計 

詳細設計図書を詳細設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

なお、提出図書の仕様及び部数については、以下表によること。 

 

○詳細設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 
A1：1 部、A3 縮小版：3 部、 
データ：1 式 

詳細設計説明書 4 部 

A3 ファイル綴じ 
予備設計説明書を元に詳細設計の

結果を反映付加する。 
（施工計画書含む） 

詳細設計説明書（概要版） 10 部 A3  5 枚程度  

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
（実施設計に併せ修正） 

工事費内訳（積算資料等を含

む） 4 部 A4 ファイル綴じ 

数量調書 4 部 A4 ファイル綴じ 
設計計算書（構造・設備他） 4 部 A4 ファイル綴じ 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 
交付金申請関連図書 4 部 A4 ファイル綴じ 
地質調査資料 4 部 A4 ファイル綴じ 
データ類ＣＤ 4 部 基本設計と同様とする 
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 水路設計図書 

a．予備設計 

予備設計図書を予備設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

なお、提出図書の仕様及び部数については、以下表によること。 

 

○予備設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 A3 ファイル綴じ 

予備設計説明書 4 部 
A3 ファイル綴じ 
概略構造計算書、設備諸元表を含

む  

予備設計説明書（概要版） 10 部 A3 5 枚程度  
現地踏査結果：埋設物平面図含む 

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 

データ類ＣＤ 3 部 

上記全てのオリジナルデータ 
(CAD(dwg 又は dxf) 
Microsoftword、excel) 
及び全ての pdf データ 
但し、土木工事においては土木工

事の電子納品ガイドライン（案）

（奈良県土木部）による 
 

b．詳細設計 

詳細設計図書を詳細設計完了時に県に提出し、承諾を受けること。 

なお、提出図書の仕様及び部数については、以下表によること。 

 

○詳細設計図書 
書類 部数 備考 

設計図 4 部 
A1：1 部、A3 縮小版：3 部、 
データ：1 式 

詳細設計説明書 4 部 

A3 ファイル綴じ 
予備設計説明書を元に詳細設計の

結果を反映付加する。 
（施工計画書含む） 

詳細設計説明書（概要版） 10 部 A3  5 枚程度  

パース 10 部 鳥瞰×2、正面×2：A3 カラー 
（実施設計に併せ修正） 

工事費内訳（積算資料等を含

む） 4 部 A4 ファイル綴じ 

数量調書 4 部 A4 ファイル綴じ 
設計計算書（構造・設備他） 4 部 A4 ファイル綴じ 
什器備品リスト及びカタログ 4 部 A3 ファイル綴じ 
交付金申請関連図書 4 部 A4 ファイル綴じ 
地質調査資料 4 部 A4 ファイル綴じ 
データ類ＣＤ 4 部 基本設計と同様とする 
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（２）建設業務 

建設業務の対象 

事業者は、「第６－１－（３）業務の対象範囲」に示す本施設の建設業務（以

下、「建設業務等」という。）を行うこと。 

 
建設業務に関する基本方針 

事業契約書に定める期間内に、本施設の建設工事を実施すること。 

事業契約書に定められた本施設等の建設及び什器、備品等の整備履行のため

に必要となる業務は、事業契約書において県が実施することとしている業務を

除き、事業者の責任において実施すること。 

建設にあたって必要な関係諸官庁との協議に起因する遅延については、事業

者が責任を負うこと。 

県が実施する近隣説明等に起因する遅延については、県が責任を負う。 

原則として、工事中に第三者に及ぼした損害については、事業者が責任を負

うものとするが、県が責任を負うべき合理的な理由がある場合には県が責任を

負う。その他、県は事業者に対して指示や必要書類の提出を求める事ができる。 

 

建設業務に関する留意事項 

 建設工事 

・ 建設工事は、事業計画に定める期間内に、実施設計図書を履行して行う

こと。 

・ 各種関連法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び

施工計画に従って施設の建設工事を実施すること。事業者は、工事現場

に工事記録を常に整備しておくこと。 

・ 事業者は、建設工事に必要な各種申請等の手続きを事業スケジュールに

支障がないように実施し、必要に応じて各種許可等の写しを県に提出す

ること。 

・ 「建築」、「電気設備」、「空気調和設備」、「給排水衛生設備」及び「土木」

の区分ごとに、出来高予定曲線を記入した実施工程表を作成し、建設工

事着手前に県に提出すること。また、同区分ごとに次月月間工程表を作

成し、当月末日までに県に提出すること。 

・ 工事期間中、日報及び月報（工事関係車両台数の集計を含む）を作成し、

翌月初旬に提出を行うこと。 

・ 月報に主要な工事記録写真を添付し県に提出すること。 

・ 事業者は、県に施工の事前説明及び事後報告を行うこと。 

・ 県は、事業者が行う工程会議に立ち会うことができるとともに、何時で

も工事現場の施工状況の確認を行うことができるものとする。 

・ 本事業に伴い生じる建設副産物等は、場内にて再利用を原則とすること。
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ただし、再利用困難な副産物は、県の承諾を得た上で、事業者の責任と

費用負担にて、適正にこれを処理・処分すること。 

 

 使用材料等 

設計及び建設工事において、使用材、材料の色、柄、表面形状等の詳細に

係る内容については、県と協議を行うこと。なお、費用対効果を考慮した上

で、県産材の活用に配慮すること。 

 

 別工事との調整 

本事業の工事期間中に本事業とは別に実施されている周辺工事（ホテル事

業及びＮＨＫ事業（予定））とは、十分に調整を行うこと。 

 

 電波障害対策工事 

施設整備に伴い、周辺住宅等への電波障害が発生した場合は、報告を行い

従前の状態まで復旧し、建物竣工までに全ての補償を行うこと。 

 

 工事に伴う近隣対策 

・ 近隣対策については着工前に県と協議を行うこと。 

・ 建設工事期間を通して、騒音、振動、粉塵飛散、搬出入車両の交通問題

をはじめ、周辺環境への影響に十分配慮し、問題が発生しないように努

めること。 

・ 周辺環境への影響の配慮については、隣接地のホテル事業及びＮＨＫ事

業（予定）と相互協力・調整すること。 

・ 着工後問題が発生した場合は、速やかに県に報告し、十分協議を行った

上で対応すること。 

 

 工事に伴う安全対策 

・ 工事期間中の周辺住民等の往来には十分配慮し、敷地内外での事故防止

に万全を期すこと。 

・ 工事現場全体の保安のために、必要に応じ警備員を常駐させること。 

・ 工事車両の出入口では、交通整理を行い、安全を図ること。また、施工

に際し、車両の動線確保等で本工事に影響が生じる恐れのある場合も、

必要な整理を行うこと。 

 

工事計画策定について 

工事計画の策定にあたって、留意すべき事項を以下に示す。 

・ 関連法令を遵守し、関連要綱、各種基準等を参照して適切な工事計画を策

定すること。 

・ 騒音、悪臭、公害、粉塵発生、交通渋滞その他、建設工事が周辺環境に与え
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る影響を勘案し、合理的に要求される範囲の近隣対応を実施すること。 

・ 近隣への対応について、事業者は県に対して、事前及び事後にその内容及

び結果を報告すること。 

・ 近隣へ工事内容を周知徹底して理解を得、作業時間について近隣の了承を

得ること。 

・ 工事に伴う影響を最小限に抑えるための工夫（特に車両の交通障害・騒音・

振動）を行うこと。 

・ 工事は、原則として日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第

178 号）に規定する休日には行わないこと。 

 

着工前 

 各種届出・申請業務 

・ 計画通知等建築工事に伴う各種申請の手続きを、事業スケジュールに支

障がないように実施すること。 

・ 各種届出、申請、許認可等の書類の副本・写し等を県に提出すること。 

 

 近隣調査・準備調査等 

・ 着工に先立ち、近隣との調整及び建築準備調査等を十分に行い、工事の

円滑な推進と近隣の理解及び安全を確保すること。 

・ 建物及びその工事によって近隣に及ぼす諸影響を検討し、問題があれば

適切な処置を行うこと。 

・ 近隣への説明等を実施し、工事工程等についての了承を得ること。 

・ 準備調査において、敷地内に現存するものに手を加える（撤去、伐採を

行うなど）場合には、事前に県及び関連官庁に確認を行い、届出等手続

きが必要な場合には滞りなく行うこと。 

 

工事中 

 建設工事等 

・ 各種関連法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び

施工計画に従って施設の建設工事を実施すること。事業者は工事現場に

工事記録を常に整備すること。 

・ 事業者は、工事監理状況を県に毎月報告するほか、県から要請があれば

施工の事前説明及び事後報告を行うこと。 

・ 県は、事業者又は建設企業が行う工程会議に立会うことができるととも

に、何時でも工事現場での施工状況の確認を行うことができる。 

・ 工事中における当該関係者及び近隣への安全対策については万全を期す

こと。 

・ 工事を円滑に推進できるように、必要な施工状況の説明及び調整を十分

に行うこと。 
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 各年度出来高検査 

・ 本事業では、設計及び建設業務に係る対価について、設計・建設期間中

の業務の出来高に応じて各年度支払うため、年度毎に県による出来高の

検査を実施する。事業者は、検査に必要となる資料・図書等を作成し、

県の検査を受けること。 

整備対象施設については、工事竣工後以降に示す検査を行うこと。 

 

竣工後業務 

事業者による竣工検査 

・ 事業者は、事業者の責任及び費用において、竣工検査及び機器・器具・

什器備品等の試運転等を実施すること。 

・ 竣工検査及び機器・器具・什器備品等の試運転の実施については、そ

れらの実施日の 14 日前に県に書面で通知すること。 

・ 県は、事業者が実施する竣工検査及び機器・器具・什器備品等の試運

転に立会う。 

・ 事業者は、県に対して竣工検査及び機器・器具・什器備品等の試運転

の結果を、検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報

告すること。 

 県による完成検査 

県は、事業者による竣工検査、試運転検査の終了後、本施設について、

以下の方法により行われる完成検査を実施するものとする。 

・ 県は事業者の立会いのもとで、完成検査を実施するものとする。 

・ 事業者は、機器、器具、備品の取扱いに関する県への説明を実施する

こと。 

・ 事業者は事業者の責任及び費用において、県が指定する検査員の検査

を受けること。 

 

なお、この検査に際し、事業者は以下の要件及び書類を整えること。 

・ 関係する全ての諸官庁届出書、検査済証、合格証等 

・ 関係する全ての機材等の保証書、試験成績書等 

・ 契約図書（契約に定められた品質、数量とも合致すると認めるための

図書を含む） 

・ 施工要領書 

・ 変更があった場合はその指示、又は打合せ記録等 

・ 事業者又はその代理人の立会い 

・ 検査を行うための道具や器具（必要な場合） 

・ 専門的な技術や知識を備えた者（説明が必要な場合） 

・ 検査員が事前に指定した条件等（必要な場合） 

・ 工事写真（プリント版） 
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・ 完成写真（検査用） 

a．検査の合否及び引渡し 

検査員が契約図書等に定められた品質、数量とも合致すると認め、要求

水準書及び事業者の提案の内容を逸脱していないことが確認され、契約目

的物が合格であると判定されれば、完工確認通知を発行する。 

事業者は、この完工確認通知を受領した後、県に引渡し、所有権移転を

行なうこと。なお、この引渡しは必ず日付を明記した書面で行うこと。 

b．再検査 

事業者は、検査の結果不合格となった場合は、県担当者の指示に従って

是正及び手直し等を行ない、再検査を受けること。なお、再検査の手続き

は完成検査の手続きと同様である。 

 

 必要な完成図書等 

事業者は、引渡し時に下記の完成図書（製本及びファイル止め）を提出す

ること。なお、これら図書の保管場所を本施設内に確保すること。 

 

○完成図 

建設工事等完成時における工事目的物たる建築物の状態を明瞭か

つ正確に表現し、作成すること。ただし施設の内容に応じ、追加する

必要のある図等が生じた場合、その作成にあたっては県と協議するこ

と。 

 

○証明書、成績書 

建築材料、設備機材の証明書、成績書等及び建築、電気・機械設備

施工の証明書、成績書等を提出すること。なお、建築材料、設備機材

の証明書、成績書等には鍵類の引渡書も含む。 

 

○保全に関する資料 

各種の保全に関する資料は、施設及び施設が備える機器等の運営、

維持管理に必要な一切の資料とし、建設工事等完了後、県に提出し確

認の通知を受けること。保全に関する資料は、取扱説明書、装置・機

器の説明、設計関係事項の説明、施工状況、運転指導、保守管理上必

要な事項、主要機器類の連絡先を含むこと。 

 

○完成写真 

完成写真は、カラー写真 50 カットキャビネ判程度を撮影すること。

うち、航空写真を 2 カット以上含むものとすること。 
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○事業記録 

事業記録は、県への本施設の引渡し時までの概要と経過及び技術的

資料を整理し取りまとめたものとすること。事業記録の作成にあたっ

ては、全体の構成計画を作成しその内容について県に協議すること。

建設工事等完了後、県に提出し確認の通知を受けること。 

 

○その他 

第６ ２（２）ク）建設業務等における提出図書一覧竣工時に示す

提出図書を作成のうえ、県に提出すること。 

 

建設業務における提出図書一覧 

① 提出図書 
 土木・営繕工事共通 土木工事 営繕工事 

着工前 ・ 着工届け 
・ 工程表 
・ 建設工事下請届書 
・ 施工体制台帳 
・ 施工体系図 
・ 経歴書 
・ 施工計画書 
・ 官公署届出書類一

覧表 
・ 産業廃棄物処理に

関する契約書及び

許可書の写し 
・ 再生資源利用「促

進」計画書 

・ 生コンクリート及

び 既 製 品 の 使 用

（発注書・承諾書） 

・ 総合施工計画書 
・ 実施工程表 
・ 工種別施工業者選

定届 
・ 火災保険書等の写

し 

工事中 
 

・ 工事実績情報受領

書 の 写 し

（CORINS） 
・ 工事打合簿 
・ 指示・承諾書 
・ 各種試験結果報告

書 
・ 産業廃棄物監理票

の写し（マニフェ

スト）D、E 票 
・ 定点写真/週 

・ 工事履行報告書 
・ 材料確認書 
・ 段階確認書 
・ 立会願 

・ 週間工程表 
・ 月間工程表 
・ 長期休暇届 
・ （各工種）工事施

工計画書 
・ 各施工図 
・ 製作、加工、承諾

図 
・ 仮設図 
・ 材料（機器）使用

届 
・ 材料（機器）搬入・

検査報告書 
・ 工事月報 
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完成時 ・ 工事完了届け 
・ 契約目的物引渡書 
・ 工事写真 
・ 工事日誌 
・ 再生資源利用「促

進」実施書 

・ 出来形成果表 
・ 出来形図 
・ 試験成績書（土木・

公園資材） 

・ 仕上げ表 
・ 完成写真 
・ 納品伝票写し 
・ 設備保守管理関係

必要資格一覧表 
・ 完成図 
・ 保証書 
・ 環境対策実施報告

書 
・ 建築材料、設備機

材の証明書、成績

書等（鍵引渡含む） 
・ 建築、電気・機械

設 備 施 工 の 証 明

書、成績書等 
・ 保全に関する資料

（ 取 扱 い 説 明 書

等） 

※土木請負工事必携、建築及び設備工事監督・検査事務処理様式集より抜粋 

 

 

② その他竣工検査及び維持管理に必要な書類 
 土木・営繕工事共通 土木工事 営繕工事 

着工前 ・ 工事記録写真撮影

計画書 
  

工事中 
 

・ 工事監理記録 
・ 設計変更資料（県

と協議の上作成） 

  
 

完成時 ・ 竣工写真（アルバ

ム型式：鳥瞰から

の全景写真含む） 
・ メ ー カ ー リ ス ト

（土木関係、建築

版、設備版、什器備

品版） 
・ 協力（下請）業者一

覧表 
・ 官公庁関係書類、

同一覧表 
・ 事業記録 

・ 竣工図（土木） ・ 予備品リスト 
・ 竣工図（建築） 
・ 竣工図（電気設備） 
・ 竣工図（機械設備） 
・ 竣工図（給排水衛

生施設） 
・ 竣工図（什器） 

 
（３）備品等の設置業務 

本施設の機能及び性能を満たすために、必要な備品を設置すること。少なくとも別

添資料９「備品リスト」に示す内容（品目、数量、仕様等）と同等以上の備品を設置

すること。備品の調達方法、所有者については、以下のとおりとする。 
備品の調達方法 

本事業で整備する備品については、買取（購入）方式を基本とするが、リー

ス方式による調達に客観的な合理性があり、県に不利益を及ぼさないと認めら
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れる場合はこれを認める。 

民間提案施設事業等を実施するために事業者が調達する備品については、調

達方式は事業者の任意とする。 

 

備品の所有者 

調達・設置した備品（民間提案施設事業等に係る備品を除く）については、

リース方式により調達した備品を除き、県の所有物とし、備品台帳を作成し管

理すること。 

 

（４）工事監理業務 

工事監理業務 

工事監理業務は、「建築基準法」及び「建築士法」に規定される工事監理者

を設置し、工事監理を行うこと。なお、工事監理業務にあたっては、１名以上

の常駐体制を整えること。 

 

別工事との調整 

本事業の工事期間中に本事業とは別に実施されている周辺工事（ホテル及び

ＮＨＫ（予定））とは、十分に調整を行うこと。 

 

工事監理記録の作成 

工事監理に関する記録簿を作成し、県に翌月の 10 日（土、日、休日の場合

は次の平日）までに提出し、工事監理業務の状況を報告すること。また、県の

要望があった際には、随時報告を行うこと。 

 

設計変更等 

変更については、事前に県と協議を行い、確認作業を行うこと。また、本工

事で施工中又は完了した部分であっても、「実施設計の変更」が生じた場合は、

事業者の責任において変更しなければならない。この場合契約金額の増減は行

わない。ただし、県の要望による変更については、県の負担により変更を行う

こと。 

 

（５）その他の業務 

各種申請及び手続き等 

設計・建設工事及び供用開始に必要な一切の申請及び手続き等を行うこと。 

 

タウンマネジメント協議会の設立と運営 

事業者は、統一感のある建築物等の意匠確保等良好な都市景観を形成すると

ともに、設計期間中の計画調整、工事期間中の施工調整、また、地域における

良好な環境や地域の価値を維持・向上させるため、本県、事業者、ホテル事業
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者を構成員とするタウンマネジメント協議会（仮称）を設計業務の着手後に設

立すること。 

また、同協議会の運営を主宰し、定期的に会議を開催すること。 

 

開業準備業務 

・ 供用開始までに、供用開始後の施設の維持管理・運営が十分に円滑に行える

ように、本施設の維持管理・運営全般の体制を構築し、開業準備のトレー

ニングについて、適切な時期に開始し計画的に実施すること。 
・ コンベンション施設・屋外多目的広場・屋内多目的広場については、供用開

始の少なくとも１年前から施設利用申し込みの受付及び利用に関する問合

せ等に対応すること。 
・ 営業及び広報活動は、供用開始に向けて適切な時期に開始し、計画的に実施

すること。 
 

県への本施設の引渡し 

県から本施設の工事の完工確認通知を受領した後、引渡し予定日までに本施

設の所有権を県に移転する手続きを行い、完成図書とともに本施設を県に引き

渡すこと。なお、県が行う本施設の保存登記等に必要な支援を事業者の負担に

て行う。 
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第７ 維持管理業務に関する要求水準 
 

１ 総則 

（１）業務の目的 

維持管理業務は、施設の供用開始から事業期間終了まで、本施設のうち公共施設部

分について、利用者が安全・快適に本施設を利用できるように、その機能および性能

が要求水準どおりに発揮できるように維持することを目的とする。 

なお、本書に記載のない事項については、「国土交通大臣官房官庁営繕部監修建築

保全業務共通仕様書（最新版）」を参考とし、業務を履行すること。 

 
（２）業務の区分 

建築物保守管理業務 

建築設備保守管理業務 

備品等保守管理業務 

外構施設保守管理業務 

清掃業務 

植栽維持管理業務 

安全管理業務 

環境衛生管理業務 

修繕業務 

 
（３）業務の対象範囲 

 

※観光振興施設の店舗（お店）部分の備品等保守管理業務、清掃業務、内装の修繕業 

 務及び光熱水費は、建物賃借人としての事業者負担とし、業務対象範囲に含まない。 

 

対象 維持管理業務 

大区分 

建
築
物
保
守
管
理
業
務 

建
築
設
備
保
守
管
理
業
務 

備
品
等
保
守
管
理
業
務 

外
構
施
設
保
守
管
理
業
務 

清
掃
業
務 

植
栽
維
持
管
理
業
務 

安
全
管
理
業
務 

環
境
衛
生
管
理
業
務 

修
繕
業
務 

コンベンション施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
屋外多目的広場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
屋内多目的広場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
観光振興施設 ○ ○ ○※ ○ ○※ ○ ○ ○ ○※ 

駐車場及び駐輪場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
バスターミナル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

新設道路 － － － － － － － － － 
水路 － － － － － － － － － 
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（４）業務実施の基本方針 

事業者は、以下の事項を基本方針として維持管理業務を実施すること。 

・関係法令等を遵守すること。 

・創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効率的な業務実施に努めること。 

・施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、利用者の健康被害を未然に防止するこ

と。 

・物理的劣化等による危険・障害等の発生を未然に防止すること。 

・環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止に努めるとともに、省資源、省エネルギ

ーに努めること。 

・ライフサイクルコストの削減に努めること。 

・施設の運営に対応した維持管理を行うこと。 

・予防保全の考え方を重視し、計画的に修繕すること。 

 

（５）総括責任者及び業務責任者 

事業者は、維持管理業務の全体を総合的に把握し調整を行う総括責任者、及び維持

管理業務の区分ごとに総合的に把握し調整を行う業務責任者を定め、業務の開始前に

統括管理責任者に届け出ること。総括責任者及び業務責任者を変更した場合も同様と

する。また、総括責任者及び業務責任者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を

有する者とする。 

なお、総括責任者並びに業務責任者の具体的要件は特に定めていないが、本事業の

目的・趣旨・内容を十分に踏まえた上で選出すること。また、各々が担うべき役割を

確実に行うことができる限りにおいては、総括責任者と業務責任者及び業務責任者間

について１名で６つの役割まで兼務することは可能とする。 

 
（６）業務水準書 

事業者は、本要求水準書について、事業者提案等を反映した書面（以下、「業務水

準書」という。）を以下に示すとおり作成し、統括管理責任者に提出すること。なお、

統括管理責任者が業務水準書を確認のうえ、県に提出し、本施設の供用開始の 90 日

前までに、県の承諾を受けること。 

 

（７）年度業務計画書 

事業者は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、実施体制、実施内容及び実施ス

ケジュール等の必要な事項を記載した年度業務計画書を作成し、統括管理責任者に提

出すること。なお、統括管理責任者は年度業務計画書を確認の上、県に提出し、当該

年度業務開始の 60 日前までに県の承諾を受けること。また、年度業務計画書は業務

水準書とともに、維持管理業務の実施状況の監視（モニタリング）を実施する際の確

認事項を定めたものとする。 
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（８）業務報告書 

事業者は、維持管理業務に関する日報、月次業務報告書、四半期総括書及び年次総

括書を業務報告書として作成し、日報以外を統括管理責任者に提出し、統括管理責任

者の確認を得ること。統括管理責任者は、月次業務報告書については、翌月の 10 日

（土、日、休日の場合は次の平日）までに県に提出し、四半期総括書については、四

半期の最終月の翌月の 10 日までに提出すること。また、年次総括書については、翌

年度の４月末までに県に提出すること。なお、業務報告書に関して、別途県より指示

を受けた場合は、それに従うこと。 

日報 

月次業務報告書 

四半期総括書 

年次総括書 

 
（９）費用負担 

「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す、各対象業務の実施に係る費用は全て

事業者が負担するものとする。また、当該対象業務で必要となる光熱水費は全て事業

者が負担するものとする。 

 

（１０）施設損傷時の責任 

施設、備品等が損傷等した場合、下表のとおり取り扱う。 

帰責事由 
公共施設部分 

（利便向上事業部分を除

く） 

民間提案施設部分 
（公共施設の利便向上事

業部分を含む） 
事業者の責による損

傷等 
事業者の責任において修

補を行う。 
事業者の責任において修

補を行う。 
県の責による損傷等 県の責任において修補を

行う。 
県の責任において修補を

行う。 
施設利用者の責によ

る損傷等 
利用者の故意又は重過失

の場合は、県の責任にお

いて修補を行い、必要な

場合は県が帰責者に求償

する。 
それ以外は事業者の責任

において修補を行い、必

要な場合は事業者が帰責

者に求償する。 

事業者の責任において修

補を行い、必要な場合は

事業者が帰責者に求償す

る。 

帰責者が不明の損傷

等 
事業者が帰責者を特定す

るよう最大限努力したに

もかかわらず、なお帰責

者が不明である場合は県

の責任において修補を行

い、それ以外は事業者の

責任において修補を行

う。 

事業者の責任において修

補を行う。 
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２ 業務の要求水準 

（１）建築物保守管理業務 

業務の内容 

施設建築物の機能及び性能を維持し、本施設における公共サービスが円滑に

提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、適切な維持管理計

画に基づき、建築物各部の点検、保守、修繕、更新等を実施する。 

 

業務の対象範囲 

・ 建築物保守管理業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」の

建築物の屋根、外壁、建具（内部・外部）、天井、内壁、床、階段及び付属

物等各部位とする。 

 

要求水準 

・ 適正な性能、機能及び美観が維持できる状態に保つこと。 

・ 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に

修繕等を行い、適正な性能及び機能、美観が発揮できる状態に保つこと。 

・ 金属部の錆、結露、カビの発生を防止すること。 

・ 開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を保つこと。 

・ 建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないこと。 

・ 建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が

生じた場合の被害拡大防止に備えること。 

・ クレーム、要望、情報提供等に対し、迅速な判断により対処する。また、ク

レーム等発生には現場調査、初期対応等の措置を行うこと。 

 
（２）建築設備保守管理業務 

業務の内容 

施設建築物の機能及び性能を維持し、本施設における公共サービスが円滑に

提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、本施設に設置され

る設備等について、適切な維持管理計画に基づき、運転・監視、点検、保守、

修繕及び更新等を実施する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す施設に設置

される各種設備とする。 

 

要求水準 

 運転・監視 

・ 設備保守点検は施設の内外を問わず各施設を巡回し、修理･改善箇所、清
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掃等に気を配り、施設の維持管理に努めること。 

・ 諸室の用途及び気候の変化等を勘案し、利用者の快適性を考慮に入れて、

適正な操作によって各設備を効率よく運転、監視すること。 

・ 運転時期の調整が必要な設備に関しては、県と協議して運転期間・時間

等を決定すること。 

・ 各設備の運転中、操作又は使用中及び点検作業中に障害となりうるもの

の有無を確認し、発見した場合は除去もしくは適切な対応を取ること。 

 

 法定点検 

・ 各設備の関連法令の定めにより点検を実施すること。 

・ 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適切な

方法(保守、修繕、交換、分解整備、調整等)により対応すること。 

 

 定期点検 

・ 各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、設備系統ごとに定

期的に点検を実施すること。 

・ 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は何

らかの悪影響を及ぼすと考えられる場合には、適切な方法(保守、修繕、

交換、分解整備、調整等)により対応すること。 

 

 劣化等への対応 

・ 劣化等について調査、診断及び判定を行い、適切な方法(保守、修繕、交

換、分解整備、調整等)により迅速に対応すること。 

 

（３）備品等保守管理業務 

業務の内容 

本施設に設置した備品等（リースで調達した備品を含む）について、施設運

営に支障をきたさないよう、点検、保守、修繕及び更新等を実施し、常に良好

な状態を維持する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す施設に設置

される備品等とする。 

 

要求水準 

 備品等の管理 

事業者は、運営に支障をきたさないよう運営上必要な備品を適宜整備して

管理を行うとともに、不具合の生じた備品については、随時、修繕等を行い、

常に良好な状態を維持すること。消耗品については、在庫を適切に管理し、
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不足がないようにすること。 

 

 備品台帳の整備 

事業者は、本施設の備品については備品台帳を作成し、管理を確実に行う

こと。備品台帳に記載する事項は、品名、規格、金額(単価)、数量を含むこ

と。 

事業者は備品の修理・交換についても、県に修繕・更新計画表を提出し、

必要に応じて県の立会いによる確認を受けること。 

備品とは、おおむね１年以上にわたって反復使用に耐える物品で、購入価

格が単価２万円以上の物品をいう。 

 

（４）外構施設保守管理業務 

業務の内容 

施設建築物の機能及び性能を維持し、本施設における公共サービスが円滑に

提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、適切な維持管理計

画に基づき、敷地内の外構施設（工作物を含む）の各部の点検、保守、修繕、

更新等を実施する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「７－１－（３）業務の対象範囲」に示す、業務の対象施

設が所在する敷地内の外構施設（工作物を含む）とする。 

 

要求水準 

・ 適正な性能、機能及び美観が維持できる状態に保つこと。 

・ 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に

修繕等を行い、適正な性能及び機能、美観が発揮できる状態に保つこと。 

・ 金属部の錆、結露、カビの発生を防止すること。 

・ 開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を保つこと。 

・ 通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないこと。 

・ 重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合の被

害拡大防止に備えること。 

・ クレーム、要望、情報提供等に対し、迅速な判断により対処する。また、ク

レーム等発生には現場調査、初期対応等の措置を行うこと。 

 
（５）清掃業務 

業務の内容 

施設及び敷地を美しく衛生的に保ち、本施設における公共サービスが円滑に

提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、施設清掃、害虫駆

除、ゴミ処理等の清掃業務を実施する。 
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業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す全施設とす

る。 

 

要求水準 

 業務全般についての要求水準 

・ 業務に使用する用具及び資材等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な

薬品等は関係法令等に準拠し厳重に管理すること。 

・ 作業においては電気、水道及びガスの計画的な節約に努めること。 

・ 業務終了後は、各室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努めること。 

・ 業務に使用する資材・消耗品は、品質保証のあるもの（ＪＩＳマーク商

品等）の使用に努めること。また、「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律」（グリーン購入法）の特定調達物品の使用等地球環境に

配慮した物品の使用に努めること。 

・ 全ての清掃作業担当者は、勤務時間中は職務にふさわしい制服を着用す

ること。 

 

 施設清掃業務の要求水準 

a．業務内容 

建物内外の仕上げ面及び家具・什器等を適切な頻度・方法で清掃する。 

b．要求水準 

仕上げ材の性質等を考慮しつつ、日常清掃、定期清掃及び特別清掃を適

切に組合せた作業計画を立案・実施し、施設の利用者及び従業員が快適に

施設を利用できる美観と衛生性を保つこと。特に、多数の観客が利用する

ホール等の施設特性に配慮すること。 

c．施設清掃業務の種類 

⒜ 日常清掃：日または週を単位として定期的に行う業務をいい、概ね

次のような業務をいう。施設内外の床掃除（掃き、拭き）、ちり払い、

手すり清掃、吸殻及びゴミ等の処理、衛生消耗品の補充、衛生陶器洗

浄、汚物処理、洗面所の清掃等。 

⒝ 定期清掃：月を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のよう

な業務をいう。施設内外の床洗浄、床ワックス塗布、壁の清掃、金具

磨き、ガラスの清掃、マットの清掃、什器備品の清掃、古紙等の搬出

等。 

⒞ 特別清掃：6 ヶ月または年を単位として行う定期的な業務と不定期

に行う業務をいい、概ね次のような業務をいう。照明器具及び電気時

計の清掃、吹出口及び吸込口の洗浄、外壁及び外部建具の清掃、植栽

の除草及び芝刈、排水溝及びマンホール等の清掃等。 
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 害虫駆除業務の要求水準 

a．業務内容 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づき、ゴキブリ、

ダニ、その他の害虫を駆除する。 

b．要求水準 

⒜ 噴霧法、散布法その他の有効と認められる駆除方法を事業者の選択

により採用すること。 

⒝ 駆除作業は専門技術者の指導のもとに行うこと。 

 

 施設内ゴミ処理業務の要求水準 

a．業務内容 

業務によって発生したゴミの施設内の収集・一時保管及び搬出・処分

を行う。 

b．要求水準 

業務により発生したゴミを収集し、施設内ゴミ集積場に一時保管し、

適切に搬出・処分すること。 

 

（６）植栽維持管理業務 

業務の内容 

本事業区域内の植栽を適切に保護、育成及び剪定等を行い、豊かで美しい施

設内の自然環境を維持する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す施設の周囲、

施設内部または施設の屋上等における植栽及び緑化施設等とする。 

 

要求水準 

 業務全般についての要求水準 

・ 適切な方法により、せん定、刈り込み、潅水、除草、施肥、病害虫駆除、

養生を行い、周辺環境と調和した本施設の美観を保持すること。 

・ 植栽の維持管理にあたっては、利用者及び通行者の安全確保に配慮する

こと。 

・ 植物の種類、形状及び生育状況等に応じて、適切な方法による維持管理

を行うこと。 

・ 美観を保ち、利用者及び通行者等の安全を確保するための草刈り、除草

を随時行うこと。 

・ 子供等が死角に入らないよう、視線を遮らないようにすること。また、

樹木によって照明等を遮らないようにすること。 
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・ 使用薬剤及び肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定すること。 

・ 植栽における病中害の発生状況の点検及び初期防除に留意すること。や

むを得ず農薬を散布する場合には、周辺への飛散により健康被害を及ぼ

すことのないように最大限配慮すること。 

・ 強風に対する補強や冬季の保温等、必要な養生を行うこと。 

 

 各種植栽における維持管理の要求水準 

・ 高木等の樹木については、園路及び広場等で利用者に危険な枝を除去す

ること。また、随時、病虫害防除、施肥を行い、枯損植物、枯れ枝、支障

枝は除去すること。 

・ 中低木等の樹木については、刈り込みを適期に行うこと。また、随時、

病虫害防除、施肥を行い、枯損植物、枯れ枝、支障枝は除去すること。 

 

（７）安全管理業務 

業務の内容 

本施設の秩序及び規律の維持、盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害の

防止、財産の保全及び利用者の安全を管理する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す全施設であ

り、建物の周囲、建物内部及び建物周辺等を含む敷地全体とする。 

 

要求水準 

 業務全般についての要求水準 

・ 本施設の用途、規模、開館時間及び利用状況等を勘案し、子供の安全性

も考慮に入れた適切な安全管理計画を立て、犯罪・災害等の未然防止に

努めること。 

・ 「警備業法」、「消防法」及び「労働安全衛生法」等関連法令及び関係官

公庁の指示等を遵守すること。 

・ 必要に応じて安全管理担当員への適切な指導・研修を行う体制を整える

こと。 

・ 全ての安全管理担当員は厳正な服務規律に則り、勤務時間中、職務にふ

さわしい統一された服装を着用すること。また、利用者に対して公共施

設にふさわしい言葉遣いと態度を守り、丁寧に振舞うこと。 

 

 安全管理方法 

・ 24 時間 365 日、本施設の安全管理を行うこと。 

・ 安全管理方法は、有人安全管理と機械安全管理の組み合わせにより効率

的、効果的な警備体制をとるものとする。 
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・ 開館時間外の出入館管理を行うこと。 

・ 不審者･不審車両の進入防止を行うこと。 

・ 不審物の発見･処置を行うこと。 

・ 火の元及び火災報知機の点検を行うこと。 

・ 定期的に巡回を行い、戸締り消灯及び施設の安全を確認すること。 

・ 急病、事故、犯罪、災害等発生時及びその他の異常発見時の初期対応を

行うこと。また、これらに対応できる体制を確立すること。 

・ 鍵の受け渡し、保管及びその記録を行うこと。 

・ 拾得物･遺失物は、拾得物台帳を作成し、原則として所轄警察署（奈良警

察署）に届けること。 

 

（８）環境衛生管理業務 

業務の内容 

利用者が快適に本施設を利用できるように、「建築物における衛生的環境の

確保に関する法律」（ビル管理法）に基づき、適切な環境衛生管理業務を実施

する。 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す施設とする。 

要求水準 

「ビル管理法」に基づき、建築物環境衛生管理技術者を選任し、以下の業務

を実施すること。 

・ 年間管理計画及び月間管理計画を作成すること。また、当該計画に従い、

環境衛生管理業務の監督を行う。 

・ 年間管理計画及び月間管理計画及び臨時に必要と認められた事項について、

測定検査及び調整を指導し、又は自ら実施して、その結果を評価する。 

・ 年間管理計画及び月間管理計画のほか、実施報告書、測定、検査及び調査

等の記録並びに評価等に関する書類、関係官公庁への報告書その他の書類

を作成すること。 

・ 監督、測定、検査、調査その他の活動によって、特に改善・変更を要すると

認められた事項については、具体的にその内容を明らかにした文書を作成

し、その都度、統括管理責任者を介して、県に報告すること。 

・ 関係官公庁の立入検査が行われるときには、その検査に立ち会い、協力し、

関係官公庁から改善命令を受けたときには、その主旨に基づき、関係する

業者に周知するとともに、具体的な改善方法を統括管理責任者を介して、

県に報告すること。 

 

（９）修繕業務 

業務の内容 

本施設の引渡しから事業期間終了までの間、施設の機能及び性能を維持し、
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本施設における公共サービスが円滑に提供され、施設の利用者が安全かつ快適

に利用できるよう修繕業務計画書に基づいて、施設全体の修繕を実施する。 

 

業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、「第７－１－（３）業務の対象範囲」に示す施設とし、

他の維持管理業務と一体的に実施するものとする。 

 

要求水準 

 修繕に係る確認 

事業者は、施設の修繕・更新を行った場合、その箇所について県に報告を

行い、必要に応じて県の立会いによる確認を受けること。 

 

 修繕に係る書面提出 

事業者は、施設の修繕・更新を行った場合、その内容を履歴として記録に

残し、以後の維持管理業務を適切に実施すること。また、修繕・更新内容を

施設台帳等の電子媒体及び完成図面等に反映させ、常に最新の設備等の状態

がわかるよう電子情報及び図面等を整備し、使用した設計図、完成図等の書

面を県に提出すること。 

 

３  事業期間終了時の状態の要求水準 

事業期間終了時において、本施設の全てが本要求水準書で提示した性能及び機能を

発揮でき、著しい損傷が無い状態で県へ引き継げるようにすること。性能及び機能を

発揮できる限りにおいて、経年による劣化は許容するものとする。 

事業者は事業期間終了にあたり、県と協議の上日程を定め、県の立会いの下に上記

の状態の満足について県の確認を受けること。 

事業期間終了後における本施設の運営形態（直営及び指定管理等）については未定

である。 
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第８ 運営業務に関する要求水準 
 

１ 総則 

（１）業務の目的 

運営業務は、施設の供用開始から事業期間終了まで、本施設のうち公共施設部分に

ついて、本事業の基本方針に基づき利用者が安全・快適に本施設を利用できるように

運営することを目的とする。 

なお、運営業務の実施にあたっては、必要な関連法令等に準拠し業務を履行するこ

と。 
 

（２）業務の区分 

コンベンション施設運営業務 

屋外多目的広場運営業務 

屋内多目的広場運営業務 

観光振興施設運営業務 

駐車場及び駐輪場運営業務 

その他の業務 

 
（３）業務の対象範囲 

対象 運営業務 

大区分 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
施
設 

運
営
業
務 

屋
外
多
目
的
広
場 

運
営
業
務 

屋
内
多
目
的
広
場 

運
営
業
務 

観
光
振
興
施
設 

運
営
業
務 

駐
車
場
及
び
駐
輪
場 

運
営
業
務 

そ
の
他
の
業
務 

コンベンション施設 ○ － － － － ○ 
屋外多目的広場 － ○ － － － ○ 
屋内多目的広場 － － ○ － － ○ 
観光振興施設 － － － ○ － ○ 
駐車場及び駐輪場 － － － － ○ ○ 
バスターミナル － － － － － － 
新設道路 － － － － － － 
水路 － － － － － － 
 

（４）業務実施の基本方針 

事業者は、以下の事項を基本方針として運営業務を実施する。 

・本事業の基本方針の実現のために、奈良らしさを体感できるサービス提供を運営の

基本とすること。 

・公共施設として、安全、安心、誰でも使える公平な運営を行うこと。 

・常に創意工夫を行いサービス水準の向上に努めること。 



 

70 

・常に利用者のニーズを把握し、顧客志向の運営を行うこと。 

・県、一般財団法人奈良県ビジターズビューロー、ホテル事業者、ＮＨＫ（予定）等

の本事業の関係者と連携を十分に図ること。 

 

（５）指定管理者 

県は、本施設のうち観光振興施設、新設道路、水路、及び民間提案施設を除く部分

について、事業者を指定管理者として指定する予定である。 
事業者は、各施設の利用許可制限、入場の制限、行為の制限等、処分性の認められ

る事務について、指定管理者としての責務を適切に遂行すること。 
 

（６）総括責任者及び業務責任者 

事業者は、運営業務の全体を総合的に把握し調整を行う総括責任者、及び運営業務

の区分ごとに総合的に把握し調整を行う業務責任者を定め、業務の開始前に統括管理

責任者に届け出、県の承諾を受けること。総括責任者及び業務責任者を変更した場合

も同様とする。また、総括責任者及び業務責任者は、その内容に応じ、必要な知識及

び技能を有する者とする。 

なお、総括責任者並びに業務責任者の具体的要件は特に定めていないが、本事業の

目的・趣旨・内容を十分に踏まえた上で選出すること。また、各々が担うべき役割を

確実に行うことができる限りにおいては、総括責任者と業務責任者及び業務責任者間

について１名で３つの役割まで兼務することは可能とする。 

 

（７）業務水準書 

事業者は、本要求水準書について、事業者提案等を反映した業務水準書を作成し、

統括管理責任者に提出すること。なお、統括管理責任者は業務水準書を確認した上で、

業務水準書を県に提出し、本施設の供用開始の 90 日前までに、県の承諾を受けるこ

と。 

 

（８）年度業務計画書 

事業者は、毎年度の運営業務の実施に先立ち、休館日、開館時間、実施体制、実施

工程、事故・火災等非常時の対応等必要な事項を記載した運営業務に係る業務計画書

を統括管理責任者に提出すること。また、統括管理責任者が年度業務計画書を確認の

上、県に提出し、当該年度業務開始の 60 日前までに県の承諾を受けること。また、

年度業務計画書は業務水準書とともに、運営業務の実施状況の監視（モニタリング）

を実施する際の確認事項を定めたものとする。 

       

（９）業務報告書 

事業者は、運営業務に関する日報、月次業務報告書、四半期総括書及び年次総括書

を業務報告書として作成し、日報以外を統括管理責任者に提出し、統括管理責任者の

確認を得ること。統括管理責任者は、月次業務報告書については、翌月の 10 日（土、
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日、休日の場合は次の平日）までに県に提出し、四半期総括書については、四半期の

最終月の翌月の 10 日までに提出すること。また、年次総括書については、翌年度の

４月末までに県に提出すること。なお、業務報告書に関して、別途県より指示を受け

た場合は、それに従うこと。 

 

日報 

月次業務報告書 

四半期総括書 

年次総括書 

 

（１０）費用負担 

「第８－１－（３）業務の対象範囲」に示す、各対象業務の実施に係る費用は全て

事業者が負担するものとする。また、本施設（観光振興施設、新設道路、水路、利便

向上事業、民間提案施設を除く）の運営について、必要となる光熱水費は全て事業者

が負担するものとする。 

 

２ 基本要件 

 

（１）施設の開館日等 

供用開始日 

本施設の供用開始日は、平成 32 年 4 月 1 日を基本とし、事業者の提案に基

づき県と協議により決定するものとする。事業者は運営の開始に必要な準備を

供用開始日までに十分行なうこと。 

     

施設の開館日 

本施設の公共施設部分の休館日は、下表に示す内容を基本とするが、事業者

はこれ以上の日数を開館することが可能であり、具体的には事業者の提案に基

づき、県と協議により決定するものとする。提案の際、施設の適正な維持管理

のための法定点検等に要する期間等を十分に考慮すること。 
大区分 休館日 

コンベンション施設 ・毎週月曜日（休日の場合はその翌日） 
・年末年始１２月２８日から翌年１月４日まで 

屋外多目的広場 ・毎週月曜日（休日の場合はその翌日） 
・年末年始１２月２８日から翌年１月４日まで 

屋内多目的広場 ・毎週月曜日（休日の場合はその翌日） 
・年末年始１２月２８日から翌年１月４日まで 

観光振興施設 ・休館日なし（法定点検等やむを得ない場合を除く） 
駐車場及び駐輪場 ・休館日なし（法定点検等やむを得ない場合を除く） 
バスターミナル ・休館日なし（法定点検等やむを得ない場合を除く） 
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（２）施設の開館時間 

開館時間は、少なくとも下記の表に示す時間を開館するとした上で、具体的には事

業者の提案に基づき、県と協議した上で、決定するものとする。 
大区分 開館時間 

コンベンション施設 ９時００分～２１時３０分 
屋外多目的広場 ９時００分～２１時３０分 
屋内多目的広場 ９時００分～２１時３０分 
観光振興施設 ９時００分～２３時００分 
駐車場及び駐輪場 ２４時間（法定点検等やむを得ない場合を除く） 
バスターミナル ２４時間（法定点検等やむを得ない場合を除く） 

 
（３）施設使用料 

施設使用料の設定 

本施設の公共施設部分のうち有料施設の施設使用料については、別添資料１

０ 「参考施設の施設使用料等」を参考に、公の施設に相応しい施設使用料を

事業者が提案するものとする。 

県は、事業者の提案を踏まえて施設区分毎に、施設使用料を一定の金額範囲

で条例により定めるものとする。 

事業者は、毎年度年度の開始までに、当該金額範囲の中で当該年度の施設使

用料について決定し、県に届け出るものとする。 

 

施設使用料の改定 

事業者は、毎年度、条例に定める金額範囲内において施設使用料の改定がで

きるものとする。年度途中で改定する場合は、県の事前の承諾を受けること。 

条例に定める金額範囲を超える施設使用料の改定については、条例の改正が

必要となるため、県と協議を行うものとする。 

 

施設使用料の徴収方法等 

① 事業者は、施設予約者からの施設使用申込みを受け、施設使用規則に照ら  

して特段の問題が無い場合は使用の承認（以下、「使用承認」という。）を

行うこと。 

② 予約者の施設使用料の徴収は、使用承認の際に行うこと。使用料金の徴収

は、現金での納入とし、原則として既納の使用料は返却しない。また、事

業者は、施設利用の確実性の確保等（安易なキャンセルの予防等）のため

に、予約金、延滞金等の仕組みを設定することができる。 

③ 使用承認を行い使用料の納付を受けた場合、事業者は当該施設使用者に「使

用承認書」を発行すること。 

④ 事業者は、県と協議の上、施設使用料の徴収に関する規程を設けること。 
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施設使用料の一般への周知 

事業者は、施設使用料を事業者のホームページ等により広く周知すること。 

 
（４）施設使用規則 

事業者は、施設の貸出及び使用に関する「施設使用規則」を定め、施設の供用開始

に先立ち、県の承諾を受けること。「施設使用規則」を変更した場合も同様とする。

「施設使用規則」は、施設において常時配布・閲覧できるようにしておくこと。 
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３ コンベンション施設・屋外多目的広場・屋内多目的広場の運営業務要求水準 

コンベンション施設、屋外多目的広場、及び屋内多目的広場の運営に係る要求水準を

以下に示す。 
 

（１）利用受付業務 

利用受付は、インターネットを基本とし、電話及び窓口来所に対応すること。 

インターネットによる施設利用申込みについては、独自の施設予約システムを

構築すること。。 

電話及び窓口来所による施設利用申込みについては、「施設予約システム」に

情報入力し予約情報を一元的に管理し、対応すること。 

県が提供する「施設予約システム」について県がソフトウエアの更新等を実施

する場合は、その対応について協力すること。 

利用申込み受付時期は、利用する日の属する月の１年前の同月１日から受け付

けを開始するものとするが、事業者の提案により１年以上前からの受付も可能

とする。 

 
（２）使用者へのサービス提供業務 

適切なノウハウを有する従業員を配置して、施設使用者が円滑にコンベンショ

ン・イベント等が実施できるように施設の使用方法やコンベンション・イベン

ト運営等についての説明、助言等を行うこと。 

音響設備、照明設備、舞台設備、同時通訳設備等の特殊施設を含む設備につい

て施設使用者の利用内容に応じた設備機器操作・運営ができるように必要な技

術者を配置すること。 

以下のコンベンションオペレーティングサービス等の手配ができること。 

・ 受付・案内サービス 

・ クロークサービス 

・ 司会進行等アナウンサー手配サービス 

・ 通訳者手配サービス 

・ 警備会社紹介サービス 

・ 託児業務専門会社紹介サービス 

・ 医師・看護師紹介サービス 

・ その他コンベンションの各種オペレーティング代行サービス 

施設使用者の要請に応じてケータリングサービスの提供に対応すること。ケー

タリングサービスについては、ホテル事業者と連携する等して国際会議等に相

応しいグレードのサービス提供に対応すること。 

 

（３）来場者へのサービス提供業務 

施設利用状況や催事情報等を知らせるホームページを構築し運営すること。複

合機能施設のホームページとして、各機能の情報を全体としてまとめた本事業
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全体のホームページを構築すること。 

受付付近に、案内表示システム等を設置し、施設の利用方法、料金体系、当日

のコンベンション・イベント等の情報を来場者に分かりやすく提供すること。 

高齢者及び障害者等で介助を必要とする来場者については、円滑な施設利用が

可能なように適切な受付・対応を行うこと。 

 

（４）営業及び広報活動（コンベンション・イベント誘致）業務 

事業者は、本施設の利用が見込まれる団体等への営業活動を行い、主体的にコ

ンベンション・イベントの誘致を実施し、施設のＰＲ及び利用促進に努めるこ

と。 

事業者は、以下の例を参考に、本施設のＰＲ及び情報提供を行うこと。 

・ インターネットのホームページの開設、更新 

・ 施設案内リーフレットの作成・配布 

・ 新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等の媒体活用 

事業者は、コンベンション・イベントの誘致にあたり、誘致活動の年次計画書

を策定し毎年県と協議により定めた期日までに県に届け出、計画について県と

協議し効果的な業務を実施すること。県及び一般財団法人奈良県ビジターズビ

ューローは、コンベンション・イベント誘致のための営業活動や広報活動につ

いて可能な範囲で協力を行うものとする。 

 

（５）その他運営業務 

電話等での各種問い合わせに対して、適切な対応を行うこと。 

施設見学者に対して、適切な対応を行うこと。行政関係者が施設見学を希望す

る場合は、県にて対応を行うため県に連絡すること。 

施設使用者及び収入について、多様なデータの収集及び管理を行い、データの

整理、分析を行い、県に報告とデータ提供を行うこと。 

 

 

４ 観光振興施設の運営業務要求水準 

・ 観光振興施設は、奈良県の観光振興を目的とする公共施設として、県産食材や県産

材等を積極的に活用すること等により「奈良らしさ」を県民や県内への来訪者が体

感できる運営を行うため、以下の要求水準を満たすこと。 
（１）物販機能 

ア）物販機能の「お店」の運営内容は、次のいずれかの要件を満たすこと。 
① 県の農林水産業の育成に寄与するために、県産の新鮮・安全な生鮮野菜や

果実を販売すること。 
② 県産品生産者の育成に寄与するために、県内で生産される加工食品等を販

売すること。 
③ 県産食材ブランドの知名度の向上に寄与するために、「大和野菜」や「大
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和肉鶏」、「ヤマトポーク」、「大和牛」、「大和茶」等の奈良ブランド食材を

提供すること。 
④ 奈良の木ブランドの知名度の向上に寄与するために、吉野材ブランドをは

じめとした「奈良の木（県産材）」の商品を、生産者と連携を図り販売す

ること。 
⑤ 奈良県の文化を伝える、伝統工芸や民族芸能の普及に寄与するために、地

場産業関連商品や伝統工芸品等を販売すること。 
⑥ 県産材（木材に限らない）を内装意匠等に積極的に活用し、奈良の観光振

興に資する物販及びサービス提供を行うこと。 
 

（２）料飲機能 

ア）料飲機能の「お店」の運営内容は、次のいずれかの要件を満たすこと。 
① 県産食材、地場産業や伝統工芸品等を活用し、奈良らしさを体感できる食

事・喫茶等を提供すること。 
② 取れたての食材をその場で調理する等、奈良らしさを体感できる創意工夫

のある演出やパフォーマンスを行うこと。 
③ 県産ブランド食材の知名度の向上に寄与するために、季節ごとの県産食材

を利用した様々な料理の提供やオリジナルメニューを開発し・提供するこ

と。 
④ 県産材（木材に限らない）を内装意匠等に積極的に活用し、奈良の観光振

興に資する食事・喫茶等を提供すること（提供するものは奈良県食材に限

らない）。 
 

（３）物販機能・料飲機能共通   

ア）商品開発 

① 県の商品開発事業等と連携し、魅力のある新商品の開発等に努めること。 

イ）県産品の販売促進 

① 観光振興施設として、ホームページで食・特産品の情報発信を行うとこと。 

② 県が実施する店舗スペースを活用した情報発信（パンフレット設置、ポス

ター掲示等）に協力すること。 

③ 県産食材、特産品のＰＲイベントを、屋外スペースを活用する等して４回

／年以上開催すること。 

④ 安定した品質の良い県産農林水産物の出荷を促すため、季節ごとの品揃え

に配慮し、県産品生産者と連携した運営に努めること。 
ウ）テナント管理方針の策定 

① 物販機能・料飲機能の質を高く維持するために、事業者は、各「お店」を

運営するテナントの入替等の方針を含むテナント管理方針を県に示し、県

の確認を得ること。 
エ）県への報告 
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① 県内業者の商品開発や改良につながるように観光振興施設の販売状況、消

費者ニーズの動向等の報告を県に対して定期的（四半期毎）に行うこと。 

 

（４）建物利用の条件  

ア）事業者は県の所有する観光振興施設について定期建物賃貸借契約に基づき賃借

するものとする。 

イ）定期建物賃貸借の期間は、本事業の運営期間と同じ 15 年間とする。 

ウ）建物賃貸料は定期建物賃貸借契約に定める金額とし、敷金・礼金は無しとする。

施設全体の維持管理を事業者が行うことから県への共益費も無しとする。 
エ）事業者は、県に事前の承諾を得ることにより、県からの賃借部分を店舗区画に

区分してテナント等に転貸することができる。転貸料については、事業者が県

の事前の承諾を得て設定するものとする。（※店舗区画の有効部分のみを転貸

する場合等、県の建物賃貸料を合理的な範囲で上回ることが可能である。） 

オ 観光振興施設部分の光熱水費は、建物賃借人としての事業者の負担とする。 

カ）その他建物賃貸借に関する詳細の条件については、定期建物賃貸借契約による

ものとする。 

 
 

５ 駐車場及び駐輪場の運営業務要求水準 

駐車場及び駐輪場の運営に係る要求水準を以下に示す。 
ア）駐車場の運営は、有料の一般一時利用を基本とする。 

イ）駐車場には、入出場ゲート及び駐車券発券機及び精算機を設置し、本施設の各

機能及び提携施設等で来場チェックを受けた人は、一定時間無料または割引と

いう運用が可能な駐車場システムを導入し運用すること。 

ウ）駐車場及び駐輪場の運営においては、利用者の安全及び利便に配慮した運営を

行い、駐車場内の事故、車両の盗難、車上荒らし等の発生を未然に防止できる

よう配慮すること。 

エ）利用者用駐車場について、休日及び連休等の特に利用者が多く、駐車場及び周

辺道路が混雑するときは、交通整理員等を配置して円滑な入退場及び交通事故

防止を図ること。 

オ）利用者用駐車場について駐車台数の不足が予想される場合は、本県の事前の承

諾を得た上で、臨時対応を行うなど、駐車場等の適切な運営を行うこと。臨時

対応を行う場合、臨時の案内サインの設置、整理員の配置等の対応を行い、車

両及び歩行者の円滑で安全な通行を確保すること。 

カ）ホテル事業において本施設の地下駐車場と相互利用可能なホテル地下駐車場を

計画しており、事業者選定後に一体的な運営について、本県、事業者、ホテル

事業者とで協議することを予定している。本施設の駐車場の運営については、

ホテル地下駐車場との一体的な運営を前提として提案・実施すること。なお、

ホテル地下駐車場の規模及び一体的運営の詳細が本入札公告時点で未確定で
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あるため、本事業の「事業計画」の提案にあたっては、ホテル地下駐車場の運

営は見込まず、本事業の駐車場のみの収入・支出を計画して提案を行うこと。 

キ）ホテル地下駐車場との一体的な運営についての、基本的な考え方を以下に示す。 

  ・ホテル地下駐車場と本施設の地下駐車場とを一体で運用することにより、利

用者の利便向上と運営の円滑化を図ることを目的とする。 

  ・本施設地下駐車場とホテル地下駐車場は、駐車場出入口、入出場ゲート・駐

車券発券機・精算機を共通とし、利用者にとって一体的な駐車場となるよう

に整備・運営を行う。 

  ・ホテル地下駐車場部分を組み込んでの一体的運営に関する本県、事業者、ホ

テル事業者との契約関係については未定であるが、三者で誠実に協議し、三

者と利用者にとってメリットとなる条件整理を行い合意するものとする。 

  ・ホテル地下駐車場部分の駐車料金収入、維持管理費・運営費・光熱水費等の 

支出の取扱いについては協議により合理的に定めるものとする。 

 
 
６ 利便向上事業の要求水準 

（１）利便向上事業の考え方 

利便向上事業は、本施設の公共施設の一部において、来場者の利便向上に寄与する

もので、事業者自らの負担（光熱水費を含む）にて実施する提案事業をいう。事業者

の独立採算で実施する事業であり、事業者は当該利便向上事業で使用する部分につい

て、事業契約書に定める行政財産（建物）の貸付料を県に支払い、利便向上事業実施

による収入は事業者が収受するものとする。本事業の事業目的と合致し、当該事業を

実施することにより、来場者の利便が図られるもので、本事業の事業計画に過度の影

響を与えないものとする。 

県は、公共施設の一部におけるカフェ、レストラン、物販店、自動販売機の設置、

利便向上に寄与するイベントの実施等を想定している。 

 

（２）利便向上事業の規模 

利便向上事業を実施する部分の床面積は、合計で 1,000 ㎡以下とすること 
 

 

７ タウンマネジメントに係る要求水準 

事業者は、本事業、ホテル事業、ＮＨＫ事業（予定）等の連携による観光振興の実現

を図るために、設計及び建設業務において設立したタウンマネジメント協議会（仮称）

について、周辺地域との連携を図り、維持管理・運営期間にわたり引続き主宰し、運営

すること。 

同協議会について、定期的に会議を実施し、各事業者が連携するイベントの実施、広

報活動、企画活動、周辺地域と連携した活動等も積極的に実施すること。 
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８ その他の業務の要求水準 

その他の業務に係る要求水準を以下に示す。 
 

（１）急病等への対応 

事業者は、本施設の利用者、来館者等の急な病気、けが等が発生した場合に適切に

対応できるよう、緊急連絡先の確認や対応手順等について的確な準備を行うこと。 

 
（２）災害時の対応 

事業者は、災害時等に、県が緊急に避難場所として本施設を使用する必要があると

きは、県の指示により、優先して避難者等を受け入れることとする。なお、これに要

した費用は県が負担する。 

 

（３）利用者アンケートの実施 

事業者は、本県と協議して本施設で提供するサービスの評価についてのアンケート

用紙を作成し、これを本施設内にアンケート回収箱と共に日常的に設置し、利用者か

らのアンケート結果を回収すること。事業者は、回収されたアンケートについてこれ

をとりまとめ、業務の月報と共に毎月本県に提出すること。本県は、このアンケート

内容をモニタリングの資料として利用する。  
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第９ 民間提案施設事業に関する要求水準 
 
・民間提案施設事業については、提案内容に基づき、事業者が自らの負担・責任にお

いて実施すること。 
・用途の変更等、提案内容を変更する場合は、県と協議を行うこと。 
・コンベンション施設等、公共施設との連携を十分に図ること。 
 


